
基本 力

画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 1 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

・

計画 0
実績 0 実績 0

各種防災システム等の適正な運営を行った。
実　績

近年の日本各地での大規模災害等の発生により、様々な防災対応の見直しが必要であった。
理　由

引き続き毎年度計画の一部見直しを行い、有事の際に

災

迅速かつ的確な活動が行えるよう、各種防災システム等
今後の取組

所

の適正な運営を継続し

　

ていく。

　属 103

害

000 危機管理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

20105 総務費・総

力

務管理費・財産管理費

を

事　業 130100 新

高

燃岳災害対策基金積立

め

事業費(共通)

平成2

施 ま

3年１月の新燃岳噴火

す

に際して、平成24年

【

度に新燃岳災害対策基

方

金を創設した。原資は

針

、県からの支援金

2,

】

000千円及び住民等

１

からの義援金2,86

地

1千円。基金管理を行

域

い、新燃岳の噴火等に

防

よる災害時に迅速かつ

策

災

的確

に対応する。

事業

の

概要

利子額を積み立て

自

る。

期間目標

国庫支出

助

金 県支出金 地方債 その

、

他 一般財源 事業費計 （

共

千円）

令和 3年度実

助

績 0 0 0 1 0 1

令和 

に

4年度実績 0 0 0 0 0

よ

0

活動指標名 利子積立

る

額 単位 円

計画 1,00

４

体

0 計画 1,000
令和

制

 3年度 令和 4年度

の

令和 5年度計画 1,

確

000
実績 66 実績 6

立

6

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度

－

令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

利子額の積立
実　績

基金管理を行い、新燃岳の噴火等による災害時に迅速かつ的確に対応する。
理　由

利子額の積立
今後の取組

１

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

　

事　業 010100 地域防災対策費(共通)

地域防災計画に基づき、総合的かつ計画的な防災行政を推進する。

小林市地域防災センターの運営を行う。

事業概要

小林市地域防災センターを拠点とし、市民防災リーダー及び災

防

害ボランティアコーディネーターを養成し、自

期間目標 主防災組織の担い手育成や地区防災力が強化された状態を目指す。さらに、住民相互の協力体制を整え、地域

が主体となった身近な防災体制の構築を目指す。

国庫支出

災

金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 1,064 35,693 36,757

令和 4年度実績 0 0 0 19 36,106 36,125

活動指標名 地域防災計画改定及び見直し 単位

計画 1 計

222 222
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基本 力

3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

自衛隊入隊者は7名であった。
実　績

全国的に自衛隊の入隊者は減少しており、厳しい状況は続いている。
理　由

今後も引き続き支援していく。
今後の取組

・災

所　　属 103

害

000 危機管理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

20114 総務費・総

力

務管理費・諸費

事　業

を

020100 地域防災

高

対策費（臨時）(共通

め

)

災害時における食料

施 ま

等の備蓄品を計画的に

す

整備する。

事業概要

災

【

害時における食料等の

方

備蓄品を計画的に整備

針

する。

期間目標

国庫支

】

出金 県支出金 地方債 そ

１

の他 一般財源 事業費計

地

（千円）

令和 3年度

域

実績 0 662 0 1,7

防

00 3,678 6,0

策

災

40

令和 4年度実績

の

0 700 0 1,900

自

9,166 11,76

助

6

活動指標名 備蓄計画

、

に基づく実績 単位 %

計

共

画 100 計画 100
令

助

和 3年度 令和 4年

に

度 令和 5年度計画 1

よ

00
実績 100 実績 1

る

00

活動指標名 単位

計

４

体

画 0 計画 0
令和 3年

制

度 令和 4年度 令和 

の

5年度計画 0
実績 0 実

確

績 0

活動指標名 単位

計

立

画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

計画的な備蓄品の整備を行った。また、避難所における新型コ

－

ロナウイルス感染予防のための備品や消耗品を
実　績

購入した。

備蓄計画に基づき毎年度整備を実施していく。また、避難所の新型コロナウイルス感染防止対策を行った。
理　由

備蓄品については、今後も継続して整備を進

１

めていく。
今後の取組

所　　属 103000 危機

　

管理課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 050100 自衛官募集事務事業費(共通)

自衛隊宮崎地方協力本部等と連携し自衛官募集活動を行うとともに、西諸地域合同でえびの駐屯地の

防

存続・拡

充要望活動を行う。

事業概要

自衛官候補生　40人

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 28 0 0 0 28

令和 4年度実績 0 22 0 0 0 22

活動指標名 自衛隊への

災

入隊人数 単位 人

計画 10 計画 10
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 10

実績 14 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 
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基本 力

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

Ｊアラートの適正な管理を行った。
実　績

武力攻撃事態等から市民の生命・財産を守るため。
理　由

市民の生命・財産を守るため、引き

・

続き適正な管理を行う。
今後の取組

災

所　　属 103

害

000 危機管理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

20114 総務費・総

力

務管理費・諸費

事　業

を

070100 平和行政

高

推進事業費(共通)

日

め

本非核宣言自治体協議

施 ま

会総会等において、核

す

兵器廃絶や平和行政に

【

関する情報収集に取り

方

組み、市民へ向け

た啓

針

発活動を行う。

事業概

】

要

市民の平和行政推進

１

に対する意識の高揚

期

地

間目標

国庫支出金 県支

域

出金 地方債 その他 一般

防

財源 事業費計 （千円）

策

災

令和 3年度実績 0 0

の

0 0 20 20

令和 4

自

年度実績 0 0 0 0 20

助

20

活動指標名 単位

計

、

画 0 計画 0
令和 3年

共

度 令和 4年度 令和 

助

5年度計画 0
実績 0 実

に

績 0

活動指標名 単位

計

よ

画 0 計画 0
令和 3年

る

度 令和 4年度 令和 

４

体

5年度計画 0
実績 0 実

制

績 0

活動指標名 単位

計

の

画 0 計画 0
令和 3年

確

度 令和 4年度 令和 

立

5年度計画 0
実績 0 実績 0

例年受け入れる原水禁キャラバン隊については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となり、日

－

本
実　績

非核宣言自治体協議会協議会分担金の負担金のみとなった。（負担金：コロナ禍のため例年の1/2）

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため。
理　由

協議会他自治体会員の活動等を参考に平和教育の推進等を行

１

っていく。
今後の取組

所　　属 103000 危機

　

管理課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 080100 国民保護推進事業費(共通)

必要に応じて国民保護協議会を開催し、国民保護計画の一部改定を行うとともに、Jアラートの適切な

防

運用を

図る。

 

事業概要

Jアラートの適切な運用。必要に応じた国民保護計画の一部改定。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 477 477

令和 4年度実績 0 0

災

0 0 275 275

活動指標名 システムの適正な管理 単位 回

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 1 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活

224 224

224 事務事業評価書 224



基本 力

区に県が設置している水門が２箇所ある。

　河川水位が上昇し排水路へ逆流すると、近隣住民の生活環境に影響が生じるため、永田地区に管理を委託す

る。

事業概要

　水位上昇に伴う逆流を未然に防ぎ、住民の安全な生活環

・

境を守る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 218 0 0 0 218

令和 4年度実績 0 224 0 0 0 224

活動指標名 水門操作委託箇所数 単位 箇所

計画 2 計画 2
令和 3

災

年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2
実績 2 実績 2

活動指標名 単位

所

計画 0 計画 0
令和 3

　

年度 令和 4年度 令和

　

 5年度計画 0
実績 0

属

実績 0

活動指標名 単位

1

計画 0 計画 0
令和 3

0

年度 令和 4年度 令和

3

 5年度計画 0
実績 0

害

0

実績 0

水門操作の委託

0

を2箇所分行い、近隣

0

住民への影響はなかっ

危

た。
実　績

大雨時の水

機

門操作を適期に行った

管

。
理　由

大雨時の水位

理

上昇に伴う逆流を未然

課

に防ぎ、住民の安全な

会

生活環境を守るため、

　

引き続き、水門操作委

対

計

託を2
今後の取組

箇所

1

実施していく。

一般会計

科　目 0

応

20114 総務費・総

力

務管理費・諸費

事　業

を

120100 自主防災

高

組織活動促進事業費(

め

共通)

市内全域での自

施 ま

主防災組織の設立が終

す

了したため、今後の自

【

主防災組織の活動促進

方

・強化を図る。

各地域

針

における防災訓練・資

】

機材の点検等の支援を

１

図る。

また、市民防災

地

リーダー養成講習会や

域

担い手育成講座等を実

防

施し、地域防災の担い

策

災

手を育成する。

事業概

の

要

市内全地区における

自

防災訓練等の実施

期間

助

目標 地域防災の担い手

、

の育成及び住民相互の

共

協力体制を整え、地域

助

が主体となった身近な

に

防災体制の構築を図る

よ

。

国庫支出金 県支出金

る

地方債 その他 一般財源

４

体

事業費計 （千円）

令和

制

 3年度実績 0 0 0 4

の

99 1 500

令和 4

確

年度実績 0 0 0 180

立

40 220

活動指標名 自主防災訓練回数 単位 件

計画 5 計画 8
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 15

実績 5 実績 10

活動指標

－

名 市民防災リーダー数 単位 人

計画 950 計画 1,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1,080

実績 943 実績 943

活動指標名 災害ボランティアコーディネーター 単位 人

計画 240 計画 270
令和 3年度

１

令和 4年度 令和 5年度計画 300
実績 253 実績 253

自主防災組織率１００％　市民防災リーダー数９４３名（昨年同数）
実　績

災害ボランティアコーディネーター数２５３名（昨年同数）

市民の防災意識が高まって

　

いるところではあるが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、各種研修等が
理　由

思うように開催できなかった。

令和元年度に組織率１００％を達成した。小林市地域防災センターを拠点とし、自主防災組織の活動促

防

進・強
今後の取組

化を図り、今後の防災・減災のための災害対応力向上を目指す。

災

所　　属 501500 地域整備課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070101 土木費・土木管理費・土木総務費

事　業 070300 河川等管理事業費(須木)

　県河川本庄川の下田地

225 225
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基本 力

機能回復を図り、消防施設の維持管理や修繕、消防団訓練広場の草刈り等を実施する。

事業概要

火災や自然災害等の発生における迅速かつ的確な対応ができるよう、施設の経年劣化による機能回復を図る。

期間目標

国庫支出

・

金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 2,440 2,440

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,985 1,985

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画

災

0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4

所

年度 令和 5年度計画

　

0
実績 0 実績 0

活動指

　

標名 単位

計画 0 計画 0

属

令和 3年度 令和 4

1

年度 令和 5年度計画

0

0
実績 0 実績 0

消防施

3

設の適正な維持管理を

害

0

実施した。
実　績

消防

0

施設の維持管理や修繕

0

、訓練広場の草刈り等

危

を実施した。
理　由

消

機

防施設を適切に維持管

管

理することにより緊急

理

時の消防団の初動体制

課

を確保し、被災を最小

会

限に抑える。
今後の取

　

組

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

80102 消防費・消

力

防費・非常備消防費

事

を

　業 010100 消防

高

団運営事業費(共通)

め

消防団員の確保に向け

施 ま

た取り組みを行うとと

す

もに、火災・風水害な

【

どへの出動対応、訓練

方

や講習会参加などに

よ

針

り技術習得、資機材整

】

備等に取り組み、初動

２

体制の確立を図り大規

消

模災害等緊急時に備え

防

る。

・夏季特別点検消

団

防操法大会、宮崎県消

策

員

防協会西諸支部操法大

の

会の実施（R4年度）

確

事業概要 ・消防団員の

保

確保及び処遇の改善に

及

引き続き取り組む

消防

び

団員の確保に向けた取

消

り組みを行い、初動体

防

制の確立を図り大規模

資

災害等緊急時に備える

機

。R4～R5年度は

期

４

材

間目標 宮崎県消防協会

等

西諸支部及び県南ブロ

の

ックの事務局を担うた

整

め、円滑な運営を図る

備

。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 300 0 6,287 62,262 68,849

令和

－

 4年度実績 0 408 0 8,085 73,186 81,679

活動指標名 消防団員の定員充足率 単位 ％

計画 95 計画 96
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 97

実績 94.20 実績 91.90

活動指標名 単位

計画 0

１

計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

消防団員充足率：４８９人／５３２人＝９１．９％
実　績

昨年度に

　

引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため各種行事が中止・縮小となり、予定していた活
理　由

動ができなかった。

消防団員の確保については、イベントなどで周知を行い団員が出動しやすくできる体制を整備し

防

、消防団の整
今後の取組

備改善に取り組み、団員の退団抑制及び新入団員の確保に努めていく。

災

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般会計

科　目 080103 消防費・消防費・消防施設費

事　業 010100 消防施設維持補修事業費(共通)

施設の経年劣化による
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基本 力・災

所　　属 103

害

000 危機管理課 会　

対

計 1 一般会計

科　目 0

応

80103 消防費・消

力

防費・消防施設費

事　

を

業 020100 消防施

高

設整備事業費(共通)

め

消防団詰所整備計画に

施 ま

基づき消防団詰所の改

す

築を行う。また、消防

【

水利の不足する箇所に

方

防火水槽の整備、消

火

針

栓の設置を行う（R5

】

～R7）

・第7分団第

２

5部詰所移転新築工事

消

に伴う土地売買、測量

防

設計（R4)

事業概要

団

・第7分団第5部詰所

策

員

移転新築工事に伴う土

の

地造成工事、実施設計

確

（R5）

・第7分団第

保

5部詰所移転新築工事

及

（R6）

次回更新予定

び

　第2分団

 

消防団詰

消

所整備計画に基づき消

防

防団詰所の改築を行う

資

。

期間目標 消防水利の

機

不足する箇所に防火水

４

材

槽の整備、消火栓の設

等

置を行う。

国庫支出金

の

県支出金 地方債 その他

整

一般財源 事業費計 （千

備

円）

令和 3年度実績 0 0 28,000 0 160 28,160

令和 4年度実績 0 0 3,100 0 839 3,939

活動指標名 設備計

－

画による消防詰所の改築 単位 箇所

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 1 実績 0

活動指標名 防火水槽の設置 単位 基

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標

１

名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

整備計画に基づき、第７分団第５部の移転新築に向けて、土地の購入及び測量設計を行った。また、消火栓設
実　績

置に係る負担金2基分を負

　

担した。

第７分団第５部の詰所移転については、来年度に向けて測量設計を完了した。消火栓設置負担金については、
理　由

台風14号により市道が被災し、復旧工事を行う際に設置する必要があったため2基分の設置とな

防

った。

今後も引き続き、整備計画に基づき実施していく。
今後の取組

災
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基本 力

10
実績 0 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

交通安全運動キャンペーン

・

等に係るＰＲや飲酒運転撲滅のぼり旗の掲揚等を各地区で行った。法令講習・交通
実　績

安全教室についてはコロナにより中止となったが、ほぜまつりにて啓発活動を実施。

区長会や敬老会など関係団

所

体との連携を深め、須

災

　

木支部で広報紙を作成

　

し全戸配布するなど交

属

通事故や飲酒運
理　由

1

転撲滅についての啓発

0

活動を行った。法令講

3

習・交通安全教室につ

0

いてはコロナにより中

0

止。

全国的に高齢者ド

0

ライバーの事故が多発

危

していることや昨今の

害

機

「あおり運転」等など

管

現状に促した法令講習

理

を
今後の取組

はじめ各

課

地区での会合、特に敬

会

老会などでの講習講話

　

を充実させていく。

計 1 一般

対

会計

科　目 02011

応

2 総務費・総務管理費

力

・交通安全対策費

事　

を

業 010100 交通安

高

全対策事業費(共通)

め

警察、交通安全協会、

施 ま

交通指導員会などの関

す

係機関や団体との連携

【

を強化し、街頭キャン

方

ペーンの実施、各種

イ

針

ベント時における講話

】

やチラシ・グッズの配

３

布など、あらゆる機会

交

を通じて地域住民の交

通

通安全意識の高揚

を図

安

る。

事業概要

交通事故

策

全

発生件数の減少及び交

意

通事故死亡者数ゼロ

期

識

間目標

国庫支出金 県支

・

出金 地方債 その他 一般

防

財源 事業費計 （千円）

犯

令和 3年度実績 0 0

意

0 0 2,842 2,8

識

42

令和 4年度実績

の

0 0 0 0 3,431 3

高

,431

活動指標名 交

４

揚

通事故発生件数 単位 件

計画 260 計画 190
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 185

実績 157 実績 137

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

－

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

交通事故件数は１３７件であった。
実　績

交通安全キャンペーンなどの街頭指導や、パトロールを警察等関係機関と連携し実施した。また、広報紙や

１

防
理　由

災メール等での交通安全啓発活動により、交通事故発生件数が減少した。

引き続き警察署等関係機関との連携を強化し、取り組みを継続する。
今後の取組

　

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020112 総務費・総務管理費・交

防

通安全対策費

事　業 010300 交通安全対策事業費(須木)

須木区域における交通安全運動、飲酒運転根絶運動などの啓発活動を行う。

事業概要

交通事故・死亡事故等の根絶

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般

災

財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 58 58

令和 4年度実績 0 0 0 0 58 58

活動指標名 法令講習・交通安全教室・啓発活動等の実施 単位 回/年

計画 20 計画 10
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画
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基本 力

通じて地域住民の防犯意識の向上を図る。

　

事業概要

犯罪発生件数の減少

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 475 15,212 15,687

令和 4年度実績 0 0

・

0 475 12,254 12,729

活動指標名 防犯灯補助件数 単位 基

計画 45 計画 45
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 45

実績 48 実績 39

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和

所

 4年度 令和 5年度

災

　

計画 0
実績 0 実績 0

活

　

動指標名 単位

計画 0 計

属

画 0
令和 3年度 令和

6

 4年度 令和 5年度

0

計画 0
実績 0 実績 0

防

0

犯灯設置件数は、器具

5

取替：39基であった

0

。
実　績

地域住民の防

0

犯意識の高まりが持続

地

している。
理　由

令和

害

域

元年度に地区管理の防

振

犯灯負担軽減のため１

興

/２を上限に市へ移管

課

したため、当面は、器

（

具取替のみの補
今後の

野

取組
助とする。

尻庁舎）

対

会　計 1 一般会計

科　

応

目 020112 総務費

力

・総務管理費・交通安

を

全対策費

事　業 010

高

400 交通安全対策事

め

業費(野尻)

小林地区

施 ま

交通安全協会野尻支部

す

への事業に要する補助

【

　〇町内在住者対象の

方

法令講習

　〇年4回の

針

交通安全運動期間に、

】

街頭指導やノボリ旗の

３

掲揚、交通安全キャン

交

ペーンの実施

事業概要

通

小林地区交通安全協会

安

野尻支部への補助を通

策

全

して交通死亡事故の撲

意

滅、交通事故の減少を

識

目指す。

期間目標

国庫

・

支出金 県支出金 地方債

防

その他 一般財源 事業費

犯

計 （千円）

令和 3年

意

度実績 0 0 0 0 190

識

190

令和 4年度実

の

績 0 0 0 0 190 19

高

0

活動指標名 交通安全

４

揚

キャンペーン等 単位 回

計画 4 計画 4
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 4

実績 1 実績 2

活動指標名 法令講習 単位 回

計画 3 計画 3
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 3 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画

－

0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

交通死亡事故撲滅を目指し、安全意識の高揚を図るため法令講習会を開催した。また、各季節の交通安全運動
実　績

期間中には、各地区の沿道に｢のぼり旗｣を

１

掲揚するとともにチラシやキャンペーングッズの配布等を行った。

予算内で交通安全を啓発するのぼり旗の購入や各種キャンペーン、法令講習会、交通安全祈願祭等を実施し交
理　由

通安全の啓蒙を行った。

高齢化による組

　

織の弱体化が危惧される。住民も高齢者が増加しているため、被害者・加害者どちらにもさせ
今後の取組

ない取組が継続して必要である。令和2年度、高齢者の死亡事故が発生した為、特に対策を強化する。

防

所　　属 103000 危機管理課 会　計 1 一般会計

科　目 020

災

114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 030100 防犯対策費(共通)

警察、地区防犯協会などの関係機関や団体との連携を強化し、防犯キャンペーンや防犯講話の実施、青パト車

によるパトロールなど、あらゆる機会を

229 229

229 事務事業評価書 229



基本 力・

所

災

　　属 103000 危

害

機管理課 会　計 1 一般

対

会計

科　目 02011

応

4 総務費・総務管理費

力

・諸費

事　業 0401

を

00 防犯対策費（臨時

高

）(共通)

通学路等の

め

安全を確保するため安

施 ま

全灯を設置する。

事業

す

概要

安全灯設置　60

【

基（R5年度～R7年

方

度）

期間目標

国庫支出

針

金 県支出金 地方債 その

】

他 一般財源 事業費計 （

３

千円）

令和 3年度実

交

績 0 0 0 0 660 66

通

0

令和 4年度実績 0

安

0 0 0 1,042 1,

策

全

042

活動指標名 安全

意

灯設置数 単位 基

計画 1

識

8 計画 20
令和 3年

・

度 令和 4年度 令和 

防

5年度計画 20
実績 1

犯

3 実績 29

活動指標名

意

単位

計画 0 計画 0
令和

識

 3年度 令和 4年度

の

令和 5年度計画 0
実

高

績 0 実績 0

活動指標名

４

揚

単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

学校長からの申請により安全灯を新規で29基設置した。
実　績

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、予算を増額したこ

－

とにより、昨年度より実績数
理　由

が増えた。

引き続き地域の声を集約した学校長からの要望に応じて、設置を継続する。
今後の取組

１　防災
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基本 力・

所　　属 3

災

00500 市民課 会　

害

計 1 一般会計

科　目 0

対

20110 総務費・総

応

務管理費・消費者保護

力

対策費

事　業 0101

を

00 消費者保護対策費

高

(共通)

悪質な訪問販

め

売や架空請求など消費

施 ま

者を取り巻く問題が年

す

々増加しているため、

【

西諸地域３市町の広域

方

連携に

より「西諸県地

針

域消費生活相談窓口（

】

小林市 市民課内）」

４

を設置し、専門の消費

消

生活相談員による消費

費

生活

相談を行う。また

者

、消費者被害を未然に

策

保

防止するため、県消費

護

生活センター都城支所

対

が、高齢者サロン等か

策

ら

事業概要 依頼に応じ

の

出前講座を行うなど消

強

費者保護に努める。

「

化

西諸県地域消費生活相談窓口」に係る経費については、えびの市・高原町にも負担をいた

４

だく。

西諸管内での消費生活相談件数　

期間目標 令和４年度　200件、　令和５年度　200件、　令和６年度　200件

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 1,161 0 39

－

5 624 2,180

令和 4年度実績 0 1,764 0 582 946 3,292

成果指標名 消費生活相談窓口の相談件数 単位 件

計画 200 計画 200
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 200

実績 156 実績 182

活

１

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

令和4年度の相談実績は182件となり、年々

　

相談件数が増えてきている。
実　績

広報紙等を活用し相談窓口の周知に努めた。
理　由

消費生活相談窓口の周知に努めるほか、相談員が1名欠員のため補充に努める。
今後の取組

出前講座等も開催し、啓発活動にも力を入れ

防

ていく。

災
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基本 ・安全

所　

で

　属 301000 生活

安

環境課 会　計 1 一般会

定

計

科　目 040301

し

衛生費・上水道費・上

た

水道費

事　業 0101

給

00 水道事業会計繰出

水

事業費(共通)

水道事

施 を

業で建設改良のために

確

発行した企業債の元利

保

償還金の2分の1相当

し

額を繰り出すための経

ま

費である。また

、小林

す

市簡易水道事業特別会

【

計に地方公営企業法を

方

全部適用することに伴

針

い、平成30年４月１

】

日に小林市水道

事業特

策

１

別会計と統合。

事業概

健

要

総務省通知に従い一

全

般会計より支出する。

な

期間目標

国庫支出金 県

経

支出金 地方債 その他 一

営

般財源 事業費計 （千円

で

）

令和 3年度実績 0

市

0 0 0 169,725

民

169,725

令和 

が

4年度実績 0 0 0 0 1

４

誇

68,959 168,

れ

959

活動指標名 単位

る

計画 0 計画 0
令和 3

水

年度 令和 4年度 令和

道

 5年度計画 0
実績 0

事

実績 0

活動指標名 単位

業

計画 0 計画 0
令和 3

の

年度 令和 4年度 令和

確

 5年度計画 0
実績 0

立

実績 0

活動指標名 単位

－

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

総務省通知に基づいて繰り出した。
実　績

地方公営企業法により繰り出すことになっている。
理　由

水道事業に対し適切な操出を行う。
今後の取組

２　安心
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基本 ・安全

所　　属 501

で

000 住民生活課（須

安

木庁舎） 会　計 1 一般

定

会計

科　目 04010

し

3 衛生費・保健衛生費

た

・環境衛生費

事　業 0

給

20300 上長谷水道

水

維持管理事業費(須木

施 を

)

　上長谷地区水道施

確

設は、簡易水道の未整

保

備地区であり、地区住

し

民の生活の質の向上を

ま

目的として安全で安定

す

的な生活用水の供給を

【

実施する。

　なお、水

方

道使用料として、1,

針

000円×12月×４

】

件=48,000円を

策

２

徴収する。

事業概要 ※

安

定期点検・清掃　毎週

心

１回　　※水質検査　

、

毎月１回　　※自主点

安

検　毎月１回

　水道施

全

設（ろ過槽、排水地、

で

水源地等）の定期的な

お

点検及び清掃作業を実

い

施し、安全な生活用水

し

の供給を行

期間目標 う

４

い

。

国庫支出金 県支出金

水

地方債 その他 一般財源

の

事業費計 （千円）

令和

供

 3年度実績 0 0 0 4

給

8 681 729

令和 4年度実績 0 0 0 48 753 801

活動指標名 施設点検・清掃 単位 回

計画 52 計画 52
令和 3年度 令和 4年

－

度 令和 5年度計画 52
実績 52 実績 52

活動指標名 水質検査（11項目） 単位 回

計画 12 計画 12
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 12

実績 12 実績 12

活動指標名 自主点検 単位 回

計画 12 計画 12
令和 3年

２

度 令和 4年度 令和 5年度計画 12
実績 12 実績 12

水道施設の点検・清掃は、毎週１回実施し、水質検査も毎月１回実施した。また、毎月１回以上担当課（住民
実　績

生活課）の調査も実施し、水道水の安全確保に努め

　

た。

飲料用に使用する生活用水であり、安全性の確保から慎重な施設管理が重要であるため。
理　由

引き続き、施設の安全管理、生活用水の安定供給に努める。
今後の取組

安心
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基本 ・安全

所　　属 601000

で

住民生活課（野尻庁舎

安

） 会　計 1 一般会計

科

定

　目 040103 衛生

し

費・保健衛生費・環境

た

衛生費

事　業 0304

給

00 小規模水道整備事

水

業費(野尻)

野尻区域

施 を

内に４つ（大王・鵜戸

確

原、西鵜戸原、角内、

保

湯之元）の小規模水道

し

組合がある。

市が敷設

ま

する水道の区域外に居

す

住する住民は、共同又

【

は個人で設置した小規

方

模水道施設を利用して

針

生活用水を

確保する必

】

要があり、生活基盤と

策

３

なる小規模水道施設を

水

建設、増設、改修する

道

場合に市が補助金を交

施

付する。

事業概要

対象

設

組合に対して補助を行

・

うことで、速やかに修

管

繕等を行い、対象地区

路

住民の生活基盤の整備

の

と生活環境の改

期間目

強

標 善を図る。

国庫支出

４

靭

金 県支出金 地方債 その

化

他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 33 33

成果指標名 改修施設数 単位 件

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 0 実績 1

活

－

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

小規模水道施設の改修に対して補助金交付を行

２

った。
実　績

対象地区住民の生活用水を確保し、生活基盤の整備が必要なため。
理　由

各小規模水道組合における整備計画等を把握するとともに、必要な補助金の交付を行う。
今後の取組

　安心
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基本 な

和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

現年度の住宅使用料の収納率は、　％（令和4年5月31日現在）であり、目標を　ポイント下回った。
実　績

コロナウイルス感染症の影響もあるが電話催告、臨戸訪問、連帯保証人への通知

住

等の対応を行い収納率の向上
理　由

につなげた。

住宅使用料の滞納者に対し、催告書の送付、電話催告、臨戸訪問、連帯保証人への通知等を早めに行い、収納
今後の取組

率向上に努める。また、新規の滞納者を作らないよう

環

にし、今後も収納率9

所

7.5％以上を目指す

　

。

　属 25100

境

0 管財課 会　計 1 一般

の

会計

科　目 07010

整

1 土木費・土木管理費

備

・土木総務費

事　業 0

を

40100 特殊旅館審

推

議会運営事業費(共通

進

)

特殊旅館の建築につ

施 し

いては、「特殊旅館審

ま

議会」開催し特殊旅館

す

に該当するかどうか審

【

査を行い、該当すれば

方

建設に対し規制を行う

針

。

事業概要

環境を害す

】

る恐れのある特殊旅館

１

の建設に対し規制を行

誰

い、快適で良好な環境

も

を維持する。

期間目標

策

が

国庫支出金 県支出金 地

暮

方債 その他 一般財源 事

ら

業費計 （千円）

令和 

し

3年度実績 0 0 0 0 0

や

0

令和 4年度実績 0

す

0 0 0 0 0

成果指標名

い

特殊旅館審議会 単位 回

住

計画 1 計画 1
令和 3

環

年度 令和 4年度 令和

境

 5年度計画 1
実績 0

４

の

実績 0

成果指標名 単位

推

計画 0 計画 0
令和 3

進

年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

令和４年度の審議会の実施はなし。
実

－

　績

特殊旅館の建設等に係る案件がなかったため。
理　由

今後も、特殊旅館の計画案件が発生した際は、審議会を実施し審査を行う。
今後の取組

３

所　　属 251000 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 070501 土木費・住宅費・住宅管理費

事　業 010100 市営住宅管

　

理事業費(共通)

住宅を賃貸管理することで、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することができる。

事業概要

○住宅困窮者や低額所得者の居住の安定を図る。

期間目標 ○住宅使用料の収納率向上

国庫支出金 県支出金 地

良

方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 13,366 0 13,366

令和 4年度実績 0 0 0 13,181 △1 13,180

活動指標名 住宅使用料の収納率向上 単位 ％

計画 97.50 計画 97.50
令

好

和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 97.50
実績 97.10 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令
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基本 な住環

所　　属 25100

境

0 管財課 会　計 1 一般

の

会計

科　目 07050

整

1 土木費・住宅費・住

備

宅管理費

事　業 020

を

100 市営住宅維持補

推

修費(共通)

必要な修

進

繕及び改修を行うこと

施 し

で市営住宅の維持管理

ま

が図られ、住民生活の

す

居住の安定に寄与する

【

ことができ

る。

 

事業

方

概要

○市営住宅の適正

針

な維持管理を行う

期間

】

目標

国庫支出金 県支出

１

金 地方債 その他 一般財

誰

源 事業費計 （千円）

令

も

和 3年度実績 0 0 0

策

が

20,574 0 20,

暮

574

令和 4年度実

ら

績 0 0 0 19,750

し

△1 19,749

活動

や

指標名 既存市営住宅の

す

バリアフリー化率（政

い

策空家を除く） 単位 ％

住

計画 16 計画 17.6

環

5
令和 3年度 令和 

境

4年度 令和 5年度計

４

の

画 20.59
実績 15

推

.50 実績 17.90

進

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

－

住宅の雨漏り、排水詰まりや漏水、床や壁等の修繕、ガス釜の交換など年間320件程の住宅修繕を行い、良好
実　績

な住環境の整備に努めた。

築20年以上経過した老朽化した市営住宅が多いため修繕の依頼が多くなって

３

きている。
理　由

今後も入居者の居住の安定を図るため、市営住宅の整備に努めていく。入居者の高齢化が進んでいるためバリ
今後の取組

アフリー化を随時行っていく。

　良好
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基本 な住

所　　属

環

251000 管財課 会

境

　計 1 一般会計

科　目

の

070101 土木費・

整

土木管理費・土木総務

備

費

事　業 080100

を

木造住宅等耐震化促進

推

事業費(共通)

旧耐震

進

基準木造住宅の耐震診

施 し

断前後の相談及び説明

ま

、又は地域での耐震診

す

断の普及活動等のため

【

に耐震診断士

を派遣す

方

る木造住宅耐震アドバ

針

イザー派遣を行う。耐

】

震診断を行う住宅所有

２

者に対し、その費用の

木

一部を補助

する。耐震

造

診断を行った結果、耐

策

住

震改修が必要と診断さ

宅

れた住宅所有者又は使

耐

用者に対し、耐震改修

震

を行う費

事業概要 用の

化

一部を補助する。

地震

の

時において倒壊する恐

推

れのあるブロック塀除

進

去費用の一部を補助する。

地震の被害から市民の生命・財産を守る

４

ために、小林市内に存する木造住宅の耐震化及び対象箇所の危険ブロ

期間目標 ック塀除去を積極的に促進していく。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 40,185 7,394 0 0

－

9,972 57,551

令和 4年度実績 1,956 1,124 0 0 3,776 6,856

成果指標名 耐震診断 単位 件

計画 15 計画 16
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 16

実績 11 実績 13

成果指標名 耐震改修

３

単位 件

計画 2 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 0 実績 2

成果指標名 危険ブロック塀除去 単位 件

計画 3 計画 3
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 3

実績 1 実績 0

令和４年度については、耐震診

　

断13件、耐震改修２件、ブロック塀除却０件であった。
実　績

今年度の耐震診断は、区域を広げ対象住宅へ案内したため、耐震診断は前年度より増加し、令和３年度から始
理　由

まったローコストアドバイザーにより改修

良

工事も２件と増加した。

今年度のローコスト事業の提案者や、広報やダイレクトメール送ることで耐震化に対しての事業強化を行って
今後の取組

いく。

好
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基本 な住

所　　属 251

環

000 管財課 会　計 1

境

一般会計

科　目 070

の

101 土木費・土木管

整

理費・土木総務費

事　

備

業 110100 空き家

を

対策事業費(共通)

市

推

内全域の空き家調査を

進

、H30年度に実施し

施 し

、1,418件の空き

ま

家を確認した。また、

す

計画を策定する上で、

【

所有

者等へのアンケー

方

トを実施し、「小林市

針

空家等策定計画」を令

】

和元年に策定した。危

３

険な特定空家等の認定

空

作

業や、関連団体との

家

連携を強化し、空家に

策

対

対する新たな支援策等

策

を検討していく。空家

の

の数についても、毎年

推

事業概要 調査を実施し

進

ていく予定としている。

令和３年度からは、特定空き家判定や緊急時の空き家倒壊対策を行う。

特定空屋調査件数　令和４年度　７件

４

、令和５年度　７件、令和６年度　７件　

危険な空家等を調査し、特定空き家の確認をし、空き家を減少させ、住環境の向上をめざす。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績

－

0 0 0 0 9 9

令和 4年度実績 250 0 0 0 2,314 2,564

成果指標名 特定空家等調査件数 単位 件

計画 7 計画 7
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 7

実績 9 実績 25

成果指標名 特定空家認定 単位 件

計画 1 計画

３

1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 0 実績 5

成果指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

令和４年度は、小林市空家等対策計画により、相談のあった空家につい

　

て所有者等の特定調査を25件実施した
実　績

。なお、特定空家認定についても審議会を開催し５件の認定をした。

本年度の相談内容や県内各市町村の状況を基とし必要な調査ができ、特定空き家の認定が完了した。
理　由

良

管理がされておらず、近隣に対し危険な空家に対し特定空家等の認定を行い、指導を継続的に実施する。
今後の取組

好
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基本 基

望に的確な対応を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 2,498 2,498

令和 4年度実績 0 0 0 0 2,59

所

4 2,594

活動指標

　

名 単位

計画 0 計画 0
令

盤

　

和 3年度 令和 4年

属

度 令和 5年度計画 0

2

実績 0 実績 0

活動指標

5

名 単位

計画 0 計画 0
令

0

和 3年度 令和 4年

5

度 令和 5年度計画 0

0

実績 0 実績 0

活動指標

0

名 単位

計画 0 計画 0
令

建

和 3年度 令和 4年

設

度 令和 5年度計画 0

を

課

実績 0 実績 0

会計年度

会

任用職員の雇用により

　

、道路行政に関する事

計

務が円滑に遂行された

1

。
実　績

会計年度任用

一

職員の雇用により道路

般

行政の事務遂行に当た

会

り、発生する書類等の

計

整理及び工事現場の確

科

認等で
理　由

事務所を

整

　

不在にすることの多い

目

職員に代わり、各機関

0

や地域住民との連絡調

7

整をスムーズに行えた

0

ため。

円滑な道路行政

1

の事務遂行のため、引

0

き続き実施していく。

1

今後の取組

土木

備

費・土木管理費・土木

し

総務費

事　業 0101

ま

00 土木管理事業費(

す

共通)

円滑な道路行政

【

の遂行を図るため外郭

方

団体や関係機関の負担

施

針

金等の管理経費を計上

】

する。また、道路愛護

１

デー

の実施については

生

、８月第１日曜日に区

活

長を中心とし、市内一

道

円の道路清掃を実施す

路

る。

事業概要

国県及び

の

関係市町村が道路行政

整

の現状と課題を把握し

備

、市の施策に反映させ

策

るため関係市町村等の主催する各

期間目標 種団体に加入。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 10 8,783 8,793

令和 4年度実績 0 0 0 20 8,589 8,609

活

４

動指標名 道路愛護デー市民参加者数 単位 人

計画 11,000 計画 11,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 11,000

実績 4,000 実績 4,000

活動指標名 県道２６号の改良工事に係る事業費 単位 千円

－

計画 50,000 計画 50,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 50,000

実績 170,000 実績 137,000

活動指標名 改良工事延長 単位 ｍ

計画 300 計画 300
令和 3年度 令和 4年度 令和 5

４

年度計画 300
実績 100 実績 1,166

外郭団体や関係機関と連携して県への要望活動を行った。また、道路愛護デーについても計画どおり行ったが
実　績

、コロナ感染症の影響で参加者数が減となった。

コロナ感染症の

　

影響による。
理　由

道路改良促進のため、今後も県への要望活動を行う。また、道路愛護デーの取組も継続して行うが、地域住民
今後の取組

の高齢化が進んでいるので、実施内容の検討が必要と思われる。

生

所　　属 501500 地域整備課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科

活

　目 070101 土木費・土木管理費・土木総務費

事　業 010300 土木管理事業費(須木)

　道路行政を円滑に推進するため、関係機関との連絡調整を密にし充実を図る。

事業概要

　道路の現状を把握し、市民からの要
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基本 基

パトロールほか維持業務に努めた。
理　由

高齢化及び人口減により、管理区域を増やす。
今後の取組

所　

盤

　属 601500 地域

を

整備課（野尻庁舎） 会

整

　計 1 一般会計

科　目

備

070101 土木費・

し

土木管理費・土木総務

ま

費

事　業 010400

す

土木管理事業費(野尻

【

)

・各種研修や連絡調

方

整の旅費等。

事業概要

施

針

・的確な土木行政施策

】

の策定や現状把握によ

１

り、市民からの要望に

生

対応できる体制を作る

活

。

期間目標

国庫支出金

道

県支出金 地方債 その他

路

一般財源 事業費計 （千

の

円）

令和 3年度実績

整

0 0 0 0 66 66

令和

備

 4年度実績 0 0 0 0

策

44 44

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

４

3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

職員の資質向上に努めることができた。
実　績

研修や他自治体との情報交換を行った。
理　由

職員の資質向上のため研修等に参加させる。
今後の取組

－

所　　属 601500 地域整備課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　

４

目 070201 土木費・道路橋りょう費・道路橋りょう総務費

事　業 010400 道路橋りょう管理事業費(野尻)

・道路維持作業員３名で216路線の市道及び認定外道路等の点検･整備･沿道の草刈、剪定などの作業を

　

行う。

　

　車両等の老朽化により車両修繕料が年々増加している。

事業概要

・良好な維持管理を実施することで、常に安全で安心な市民生活ができる状態とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計

生

（千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 8,048 8,048

令和 4年度実績 0 0 0 0 11,550 11,550

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0

活

計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

適正な維持管理に努めることができた。
実　績

作業員を3名により
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基本 基

・安心で安全な市民生活の維持を図り、緊急性が高くまた経済効果につながる路線等の工事を実施する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和

所

 3年度実績 0 0 34

　

,700 0 16,17

盤

　

8 50,878

令和 

属

4年度実績 0 0 23,

2

903 0 12,501

5

36,404

成果指標

0

名 事業実施箇所数 単位

5

箇所

計画 40 計画 40

0

令和 3年度 令和 4

0

年度 令和 5年度計画

建

40
実績 36 実績 24

設

活動指標名 単位

計画 0

を

課

計画 0
令和 3年度 令

会

和 4年度 令和 5年

　

度計画 0
実績 0 実績 0

計

活動指標名 単位

計画 0

1

計画 0
令和 3年度 令

一

和 4年度 令和 5年

般

度計画 0
実績 0 実績 0

会

市民が安心安全に通行

計

利用できるように実施

科

した。
実　績

パトロー

整

　

ル点検をはじめ、市民

目

の要望調整を図りなが

0

ら対応した。
理　由

今

7

後、舗装路面等の傷み

0

が増加するため、修繕

2

計画策定を行い実施し

0

ていく。
今後の取組

1 土木

備

費・道路橋りょう費・

し

道路橋りょう総務費

事

ま

　業 020100 道路

す

台帳整備事業費(共通

【

)

　台帳と現況を精査

方

し、台帳上と相違が見

施

針

られる路線や改良・認

】

定等で変更のあった路

１

線の測量を実施し、道

生

路台帳や道路図面等の

活

修正・作製作業を行な

道

う。

 

事業概要 　令和

路

３年度(実績)　17

の

路線

　令和４年度(予

整

定)　17路線

　令和

備

５年度　　　　15路

策

線　

前年度に改良等の完成した路線、新しく市道認定した路線の道路台帳や道路図面等を作製し、交付税算定とし

期間目標 て計上できるよう要件を充たすために整備する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計

４

（千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 2,794 2,794

令和 4年度実績 0 0 0 0 2,653 2,653

成果指標名 台帳整備路線数 単位 路線

計画 15 計画 15
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 15

実績 15 実績

－

9

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

予算の範囲内で道路台帳整備を実施した。

４

実　績

特になし。
理　由

今後も計画的に事業を行う。ただし、近い将来、抜本的なシステムの改修が必要と思われる。
今後の取組

　

所　　属 601500 地域整備課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070202 土木費・道路橋りょう費・道路維持費

事　業 010400

生

市道補修事業費(野尻)

・次の市道補修事業を実施する。

　優先順位　　　　　　　　　延長　　　　　　　事業費

　①野々崎線　　　　　　　　L= 60.0m　　　　　 1,562千円

事業概要   ②栗須・佐土原

活

線　　　　　L=441.5m  　 　   10,193千円

　③松山・境別府線　　　　　L=228.0m  　 　　 10,807千円

　*修繕料他　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,974千円　
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基本 基

通行できる状態

期間目標 を目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 281,255 0 277,500 0 41,545 600,300

所

令和 4年度実績 26

　

5,442 0 239,

盤

　

700 5,315 △1

属

5,981 494,4

6

76

成果指標名 道路改

0

良路線数 単位 路線

計画

1

6 計画 10
令和 3年

5

度 令和 4年度 令和 

0

5年度計画 9
実績 10

0

実績 10

成果指標名 橋

地

梁・トンネル補修数 単

域

位 箇所

計画 2 計画 4
令

を

整

和 3年度 令和 4年

備

度 令和 5年度計画 3

課

実績 2 実績 3

成果指標

（

名 舗装補修延長 単位 ｍ

野

計画 792 計画 800

尻

令和 3年度 令和 4

庁

年度 令和 5年度計画

舎

800
実績 861 実績

）

1,713

舗装補修に

会

ついては計画以上の成

整

　

果が上がった。
実　績

計

舗装の補修を「令和3

1

年度補正予算」及び「

一

公共施設等適正管理事

般

業債」を活用し、実施

会

したため。
理　由

今後

計

も計画に基づき事業を

科

行う。
今後の取組

　目

備

070203 土木費・

し

道路橋りょう費・道路

ま

新設改良費

事　業 01

す

0400 市単独整備事

【

業費(野尻)

・次の継

方

続路線の道路改良事業

施

針

を実施する。

 

【令和

】

4年度】

事業概要 　①

１

牟田原・舟戸線（道路

生

新設改良工事）　　事

活

業費　28,871千

道

円

　②野々崎・三ノ宮

路

線（道路改良工事）　

の

　　事業費　 8,4

整

17千円

・諸交通の安

備

全を確保して交通の円

策

滑化、事故防止、生活環境整備に併せて地域経済の振興を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 52,800 0 2,005 54,805

令和 4年度実績 0 0 41

４

,898 59 △2,038 39,919

成果指標名 事業実施路線数 単位 箇所

計画 2 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 2 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画

－

0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

令和2年度にて1路線が完了し、市民の安心安全な通行確保を実施した。
実　績

路線ごとの工事費見直し及び安価な設

４

計手法により、早期完了を実施した。
理　由

旧野尻町内の改良要望及び幹線道路等の計画見直し等を行い、効率的な道路交通網整備を実施する。
今後の取組

　

所　　属 250500 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070203 土木費・道路橋りょう費・道路新設改良費

事　業

生

030100 社会資本整備総合交付金事業費(共通)

道路・橋梁・トンネルの点検を行い、計画的に補修する。

 

　令和４年度　道路改良１０路線、橋梁長寿命化計画策定、舗装補修　ほか

事業概要 　令和５年度　道路改良

活

　９路線、橋梁長寿命化計画策定、舗装補修　ほか

  令和６年度　道路改良　９路線、橋梁長寿命化計画策定、舗装補修　ほか

幹線道路網の整備及び道路・橋梁・トンネルの点検を行い、計画的な補修により安心・安全に
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基本 基

所　

盤

　属 250500 建設

を

課 会　計 1 一般会計

科

整

　目 070301 土木

備

費・河川費・河川改良

し

費

事　業 010200

ま

河川等整備事業費(小

す

林)

管理河川の内、河

【

川の氾濫等により2次

方

災害が起こる恐れのあ

施

針

る河川を優先的に土砂

】

撤去等を行う。

また、

１

特に危険な個所として

生

要望のあった箇所につ

活

いては年次的に整備を

道

する。

 

事業概要 　令

路

和４年度　河川浚渫　

の

６河川、河川整備　２

整

河川

　令和５年度　河

備

川整備　１河川

　令和

策

６年度　河川浚渫　３河川、河川整備　１河川

 

通常の大雨では周辺の耕作地等への二次災害が起きないような状態にする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 32,

４

000 0 745 32,745

令和 4年度実績 0 0 67,344 0 6,424 73,768

成果指標名 河川整備 単位 河川

計画 1 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 1 実績 2

成果指標名 河川修繕 単位 箇所

－

計画 2 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 7 実績 3

活動指標名 河川浚渫 単位

計画 3 計画 5
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 3 実績 6

河川整備2河川、河川浚渫6河川、河川補修3河川

４

について、河川の維持管理を行った。
実　績

特になし。
理　由

今後も計画的に整備、補修を行う。
今後の取組

　生活
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基本 基

0 0 0 0 7,688 7,688

令和 4年度実績 0 0 0 0 7,902 7,902

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年

盤

度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

所

実績 0 実績 0

道路橋り

　

ょう管理作業員の雇用

　

により、須木地区内の

属

市道における清掃、軽

2

微な舗装等を迅速に行

を

5

うことがで
実　績

きた

0

。

職員だけでは迅速に

5

対応できない須木地域

0

内の道路の整備を行い

0

、住民生活の安全性を

建

確保できたため。
理　

設

由

道路の清掃及び軽微

課

な舗装は、今後も頻繁

会

に必要となるため、引

　

き続き実施していく。

整

計

今後の取組

1 一般会計

科　目 0

備

70201 土木費・道

し

路橋りょう費・道路橋

ま

りょう総務費

事　業 0

す

10200 道路橋りょ

【

う管理事業費(小林)

方

従来の主な施策事業費

施

針

の消耗品費等を本事業

】

費に集約した。土木行

２

政に関する管理経費（

安

道路維持管理の短期

間

心

雇用の職員賃金・公用

、

車等の維持管理・重機

安

借上等）のほか発生主

全

義に伴う寄附採納や法

な

定外財産公共物の

管理

道

等の境界立会等を随時

策

路

行う。また、引き続き

づ

、道路維持関係職員の

く

資質向上に必要な研修

り

・担当者会議等

事業概

の

要 に係る経費を計上し

推

た。

所有権移転登記作

進

業を速やかに実施する。

期間目標 道路維持関係機関との連絡調整

担当者会議・研修への積

４

極的参加

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 6,780 12,339 19,119

令和 4年度実績 0 0 0 0 20,227 20,227

成果指標名 嘱託登記件数 単位 件

計画 1

－

0 計画 10
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 10

実績 4 実績 3

成果指標名 各種研修参加者数 単位 人

計画 5 計画 5
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 5

実績 27 実績 22

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

４

3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

嘱託登記の件数が計画より少なかった。
実　績

各種研修は対面形式も増えつつあり参加者が計画より増えた。

公共嘱託登記を行う案件が少なかったため。
理　由

コロナ禍

　

ではあったが対面での研修も増えたため。

今後も計画に基づき事業を行う。
今後の取組

生

所　　属 501500 地域整備課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070201 土木費・道路橋りょう費・道路橋りょう総務費

事　業 010300 道路橋りょう管理事業費(須木)

活

　市道等維持管理のため道路・排水路の清掃、軽微な補修を行う。

事業概要

　道路維持補修の実施により、安全な市民生活を維持する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績

244 244
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基本 基

,698

令和 4年度実績 0 0 20,597 0 828 21,425

活動指標名 舗装打換面積 単位 ㎡

計画 3,400 計画 3,400
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 3,400

実績 3,196 実績 1,616

活動指

盤

標名 市道修繕箇所数 単位 箇所

計画 13 計画 13
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 13

実績 8 実績 9

活

所

動指標名 伐開作業委託

　

地区数 単位 地区

計画 1

　

0 計画 10
令和 3年

属

度 令和 4年度 令和 

2

5年度計画 10
実績 1

を

5

0 実績 10

舗装打換面

0

積A=1,616㎡、

5

市道修繕９箇所、伐開

0

作業委託10地区を実

0

施した。
実　績

ほぼ計

建

画通りに実施すること

設

ができ、通行車両の安

課

全と歩行者の安全性を

会

高めることができた。

　

理　由

通行車両の安全

整

計

と歩行者の安全性を高

1

めるため、舗装の状態

一

が悪い箇所から、引き

般

続き、路盤改良を伴う

会

舗装
今後の取組

改修を

計

行っていく。

科　目 0

備

70202 土木費・道

し

路橋りょう費・道路維

ま

持費

事　業 01020

す

0 市道補修事業費(小

【

林)

市道補修修繕計画

方

及び点検により、直営

施

針

及び外注により補修等

】

を実施する。

 

　令和

２

5年度　修繕43路線

安

、伐開業務委託　ほか

心

事業概要

側溝通水断面

、

確保・舗装路面破損補

安

修・流末排水路整備に

全

より車両及び歩行者が

な

安心して通行ができる

道

ように

期間目標 補修を

策

路

行う。

国庫支出金 県支

づ

出金 地方債 その他 一般

く

財源 事業費計 （千円）

り

令和 3年度実績 0 0

の

18,000 0 36,

推

059 54,059

令

進

和 4年度実績 0 0 12,400 0 40,958 53,358

成果指標名 側溝・舗装等修

４

繕箇所 単位 箇所

計画 50 計画 50
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 50

実績 47 実績 43

成果指標名 側溝・舗装等工事箇所 単位 箇所

計画 5 計画 5
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 5

実績 5 実績 4

成果指

－

標名 除草・伐開委託延長 単位 km

計画 120 計画 120
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 120

実績 116 実績 122

側溝、舗装等の修繕が計画どおり実施できなかった。
実　績

工事に係る経費（資材費、労務費

４

）の上昇による。
理　由

地域の要望や巡回パトロール等で確認した箇所を中心に計画的に事業を行う。
今後の取組

　

所　　属 501500 地域整備課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070202 土木費・道路橋りょう費・道路維持費

事　業 010300 市道補修事業費

生

(須木)

　主要市道の経年劣化が進行し、舗装面の亀裂や剥離、段差等が見受けられる。

　交通の円滑化を図るため、緊急性かつ経済効果のあるものから修繕・工事により整備を行う。

　また、伐開作業により市道の維持管

活

理を行う。

事業概要

　路面の改修、段差の解消を行い、通行車両の負担軽減と歩行者の安全を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 29,900 0 6,798 36

245 245
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基本 基

3

令和 4年度実績 0 0 7,935 0 11,533 19,468

活動指標名 施工延長 単位 ｍ

計画 450 計画 450
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 350

実績 0 実績 95.20

活動指標名 舗装面積 単位 ｍ2

計画 1

盤

,350 計画 1,350
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1,050

実績 0 実績 472

活動指標名 単

所

位

計画 0 計画 0
令和 

　

3年度 令和 4年度 令

　

和 5年度計画 0
実績

属

0 実績 0

施工延長L=

2

95.2ｍ、舗装面積

を

5

A=472.0ｍ2を

0

実施した。
実　績

交通

5

安全施設や擁壁工など

0

の付帯工を施工したた

0

め計画値より少なかっ

建

たが、通行者の安全確

設

保、舗装面の段
理　由

課

差解消を図ることがで

会

きた。令和６年度にて

　

改良工事完了予定。

幅

整

計

員狭小により安全に走

1

行できる道路の整備が

一

必要なため、引き続き

般

、改良工事を行ってい

会

く。
今後の取組

計

科　目 0

備

70203 土木費・道

し

路橋りょう費・道路新

ま

設改良費

事　業 010

す

200 市単独整備事業

【

費(小林)

市道路線の

方

中で、幅員が狭く急カ

施

針

ーブ・急勾配で見通し

】

の悪い箇所や児童の通

２

学路及び歩行者にとっ

安

て危険な

箇所など緊急

心

性の高い路線から年次

、

的に整備する。

 

事業

安

概要 　令和４年度　道

全

路改良１０路線

　令和

な

５年度　道路改良　９

道

路線

　令和６年度　道

策

路

路改良　５路線　

緊急

づ

性の高い路線の整備に

く

より、児童や歩行者が

り

安心・安全に通行でき

の

る状態を目指す。

期間

推

目標

国庫支出金 県支出

進

金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 175,000 0 23,

４

692 198,692

令和 4年度実績 0 0 138,867 1,233 8,953 149,053

成果指標名 幹線道路【1・2級】改良率 単位 ％

計画 84.80 計画 85.20
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 8

－

5.30
実績 85.10 実績 85.20

成果指標名 その他市道の改良率 単位 ％

計画 49.60 計画 47.30
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 47.40

実績 47.20 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

４

3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

計画どおり事業を実施した。
実　績

特になし。
理　由

現在計画している路線の整備を着実に進めていく。
今後の取組

　

所　　属 501500 地域整備課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070203 土木費・道路橋り

生

ょう費・道路新設改良費

事　業 010300 市単独整備事業費(須木)

　須木地区の市道は大型車両の通行が多く、路面舗装及び構造物等の損傷が著しく、また幅員狭小の箇所が多

い状況である。

　安全を確保するため年次

活

的に道路整備を行う。

事業概要

　舗装面の段差解消等を行い、安全に走行できる道路の整備を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 9,900 0 143 10,04

246 246
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基本 基

千円　

　④黒谷・上ノ原線　 　 L=  96.0m    5,453千円

・段差等の解消や側溝を有蓋化することにより歩行者や高齢者などの安全を確保する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業

盤

費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 19,200 0 12 19,212

令和 4年度実績 0 0 16,560 0 3,

所

440 20,000

活

　

動指標名 事業実施路線

　

数 単位 箇所

計画 4 計画

属

5
令和 3年度 令和 

2

4年度 令和 5年度計

を

5

画 4
実績 4 実績 4

活動

0

指標名 単位

計画 0 計画

5

0
令和 3年度 令和 

0

4年度 令和 5年度計

0

画 0
実績 0 実績 0

活動

建

指標名 単位

計画 0 計画

設

0
令和 3年度 令和 

課

4年度 令和 5年度計

会

画 0
実績 0 実績 0

4路

　

線の側溝有蓋化を実施

整

計

し通学路等の安全確保

1

ができた。
実　績

有蓋

一

化により、転落防止等

般

の事故防止を図ること

会

ができた。
理　由

市道

計

点検及び通学路点検等

科

において施工箇所の事

　

業優先順位策定を行い

目

実施する。
今後の取組

0

備

70203 土木費・道

し

路橋りょう費・道路新

ま

設改良費

事　業 020

す

200 バリアフリー整

【

備事業費(小林)

道路

方

の舗装、歩道の段差解

施

針

消及び側溝蓋等の設置

】

など安全性の確保を図

２

る。

 

　令和４年度　

安

側溝改修６路線、舗装

心

打換４路線、段差解消

、

２路線

事業概要 　令和

安

５年度　側溝改修４路

全

線、舗装打換２路線、

な

段差解消１路線

　令和

道

６年度　側溝改修３路

策

路

線、舗装打換２路線、

づ

段差解消２路線

特に身

く

体障がい者、子ども、

り

高齢者等の交通弱者が

の

安心・安全に生活でき

推

るよう、道路、歩道等

進

を整備する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 

４

3年度実績 0 0 55,700 0 6,254 61,954

令和 4年度実績 0 0 48,040 0 1,599 49,639

活動指標名 側溝改修 単位 路線

計画 5 計画 3
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 3

実績 9 実績 6

活

－

動指標名 舗装打換・段差解消 単位 路線

計画 4 計画 4
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 4

実績 10 実績 6

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

側溝改修、舗装打換

４

、段差解消について、計画より多くの箇所を施工した。
実　績

各施工箇所を精査し必要最小限で実施したことと、再生品等を使用しコスト縮減に努めたため。
理　由

今後も計画に基づき事業を行う。
今後の取組

　

所　　属 601500 地域整備課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会

生

計

科　目 070203 土木費・道路橋りょう費・道路新設改良費

事　業 020400 バリアフリー整備事業費(野尻)

・野尻町区域内の市道4路線の側溝有蓋化工事を実施する。

　優先順位　　路線名　　　延長　　  　

活

事業費

　①新町・旧町線　　　　L= 120.5m 　 7,050千円

事業概要 　②本町・崎園線　　　　L=  72.6m 　 4,158千円

　③祝帰・下ノ丁線　　  L=  56.0m    3,465
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基本 基

18,100 0 30,329 48,429

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活

盤

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

都市計画道路（市役所通

所

線　西ノ川工区）の改

　

良に伴う建物等補償算

　

定業務を実施した。
実

属

　績

特になし
理　由

改

2

良工事に伴う用地買収

を

5

及び建物等の補償を実

0

施する。また、電線共

5

同溝の実施設計を委託

0

する。
今後の取組

0 建設課 会　

整

計 1 一般会計

科　目 0

備

70204 土木費・道

し

路橋りょう費・交通安

ま

全対策費

事　業 010

す

100 交通安全施設整

【

備事業費(共通)

交通

方

危険箇所を減らし、道

施

針

路の安全性を向上させ

】

、市民の安心・安全を

２

確保するため、カーブ

安

ミラー・防護柵

・区画

心

線の設置を行う。

 

事

、

業概要 　令和4年度　

安

カーブミラー設置、区

全

画線整備、防護柵設置

な

カーブミラー・防護柵

道

・区画線の設置を行い

策

路

、交通危険箇所を減ら

づ

し、道路の安全性を向

く

上させ、市民の安心

期

り

間目標 ・安全を確保す

の

る。

国庫支出金 県支出

推

金 地方債 その他 一般財

進

源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 7,999 0 7,999

令和 4年度実績 0

４

0 0 0 7,993 7,993

成果指標名 カーブミラー 単位 基

計画 5 計画 5
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 5

実績 5 実績 4

成果指標名 防護柵 単位 ｍ

計画 200 計画 200
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計

－

画 200
実績 172 実績 345

成果指標名 区画線 単位 ｍ

計画 2,000 計画 2,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2,000

実績 2,440 実績 1,085

区画線が計画を下回った。
実　績

防護柵の実施延

４

長が増加したため、区画線が計画を下回った。
理　由

地域の要望等も踏まえ、計画的に事業を行う。
今後の取組

　

所　　属 250500 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070403 土木費・都市計画費・街路事業費

事　業 020200 都市計画道路整備事業費(小林)

都市計

生

画道路（市役所通線）延長Ｌ＝１８０ｍの改良工事を実施する。

 

 

事業概要 令和５年度　設計委託(無電柱化)・用地買収・建物補償

令和６年度　用地買収・建物補償

令和７年度　工事

都市計画道路・市役所通線の計画幅

活

員について、11ｍから14ｍに変更し、測量設計、補償調査を経て、令和9

期間目標 年度の完工を目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 7 7

令和 4年度実績 0 0

248 248
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基本 基

た。
理　由

早期復旧を行うために、調査、測量を早期に実施していく。
今後の取組

盤

所　　属 2

を

50500 建設課 会　

整

計 1 一般会計

科　目 1

備

00201 災害復旧費

し

・公共土木施設災害復

ま

旧費・河川等災害復旧

す

費

事　業 010100

【

河川等災害復旧事業費

方

(共通)

自然災害によ

施

針

り被災した道路等の復

】

旧を行う。

事業概要

被

２

災箇所の早期復旧を行

安

う。

期間目標

国庫支出

心

金 県支出金 地方債 その

、

他 一般財源 事業費計 （

安

千円）

令和 3年度実

全

績 40,438 0 21

な

,700 0 9,320

道

71,458

令和 4

策

路

年度実績 14,887

づ

0 47,600 5,4

く

36 △5,414 62

り

,509

成果指標名 災

の

害箇所数 単位 箇所

計画

推

5 計画 5
令和 3年度

進

令和 4年度 令和 5年度計画 5
実績 11 実績 54

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3

４

年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

小林区域３７箇所、須木地区１１箇所、野尻区域６箇所について、災害復旧工事を

－

行った。
実　績

大雨、台風等による被災箇所が多かったため。
理　由

今後も必要に応じて事業を行う。
今後の取組

４

所　　属 250500 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 100201 災害復旧費・公共土木施設災害復旧費・河川等災害復旧費

事　業 030100 単独災害復旧

　

事業費(共通)

自然災害により被災した道路等の復旧を行う。

事業概要

被災箇所の早期復旧を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0

生

0 0 0 0

活動指標名 災害箇所数 単位 箇所

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 15

実績 20 実績 46

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単

活

位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

台風14号等の影響により、例年に比べて大幅に被災件数が増加した。
実　績

台風14号等の影響で、被災件数、被災額ともに例年に比べて増加し
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基本 基

画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

護岸整備１箇所、倒木除去０箇所、土砂除去２

所

箇所を実施した。
実　

盤

　

績

ほぼ計画通りに実施

　

することができ、周辺

属

住民の安全性を向上し

2

、農地への被害を抑え

5

ることができた。
理　

0

由

周辺住民の生活環境

5

を守るため、市河川の

0

維持管理を引き続き行

0

っていく。
今後の取組

建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070101 土

備

木費・土木管理費・土

し

木総務費

事　業 020

ま

100 県営急傾斜地崩

す

壊対策事業費負担金(

【

共通)

県営事業で施工

方

した事業費の1割を市

施

針

で負担する。

 

令和４

】

年度　小林地区(川無

３

・永田町)、野尻地区

自

(大沢津)

事業概要 令

然

和５年度　小林地区(

が

川無・永田町)、野尻

け

地区(大沢津)

市内の

地

急傾斜地崩壊危険区域

の

の指定を受けた区域で

整

がけ崩れ等のおそれが

策

備

ある箇所を年次ごとに整備する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 3,100 0 400 3,500

令和 4年度実績 0 0 9,800 0 600 10,400

活動指標名

４

該当箇所数 単位 箇所

計画 1 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 3

実績 2 実績 3

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年

－

度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

小林地区(川無・永田町)、野尻地区(大沢津)の事業を行った。
実　績

特になし。
理　由

県と協議しながら、早期完成に向けて事業を行う。
今後の取組

４

所　　属 501500 地域整備課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　

　

目 070301 土木費・河川費・河川改良費

事　業 010300 河川等整備事業費(須木)

　近年は局地的な集中豪雨が多く、河川氾濫による周辺住宅や農地への被害が拡大している。

　河川巡視を行い、現況の悪い箇所を

生

修繕・工事により整備していく。

事業概要

　河床の整備により河川のスムーズな流れを確保し、周辺住民の生活環境を守る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 2,6

活

00 0 1,508 4,108

令和 4年度実績 0 0 5,956 0 △3,767 2,189

活動指標名 河川修繕箇所数 単位 箇所

計画 8 計画 8
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 8

実績 6 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計
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基本 基

方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 15,008 0 0 4,691 19,699

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

所

計画 0
実績 0 実績 0

活

盤

　

動指標名 単位

計画 0 計

　

画 0
令和 3年度 令和

属

 4年度 令和 5年度

2

計画 0
実績 0 実績 0

活

5

動指標名 単位

計画 0 計

0

画 0
令和 3年度 令和

5

 4年度 令和 5年度

0

計画 0
実績 0 実績 0

な

0

し
実　績

災害が発生し

建

なかった。
理　由

災害

を

設

発生時は速やかに対応

課

する。
今後の取組

会　計 1 一般会計

整

科　目 070503 土

備

木費・住宅費・自然災

し

害防止急傾斜地崩壊対

ま

策事業費

事　業 010

す

100 自然災害防止急

【

傾斜地崩壊対策事業費

方

(共通)

急傾斜地に居

施

針

住する住民の安全を確

】

保するため、県より２

３

分の１の補助を受けて

自

事業を実施する。

 

　

然

令和４年度　孝ノ子-

が

2地区：測量　　大沢

け

津地区：工事

事業概要

地

　令和５年度　孝ノ子

の

-2地区：工事

　令和

整

６年度　孝ノ子-2地

策

備

区：工事　　川無地区　：測量

 

早急に事業を完了し、住民生活の安全や安心を確保する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 21,500 21,500 0 0 43,00

４

0

令和 4年度実績 0 5,550 5,500 0 50 11,100

成果指標名 該当箇所数 単位 箇所

計画 1 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 0 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年

－

度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

本年度、孝ノ子-2地区(測量設計)及び大沢津-2地区(工事)を実施した。
実　績

特になし。

４

理　由

事業の早期完成に向けて早急に工事に着手する。
今後の取組

　

所　　属 250500 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 100201 災害復旧費・公共土木施設災害復旧費・河川等災害復旧費

事　業 040100 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費(共通)

　集中豪雨等

生

で被災した斜面の復旧を図り、災害の再発を防止する。

　【事業該当要件】

　◯「災害対策基本法」第５条による市町村地域防災計画に危険箇所として記載されたがけ地。

事業概要 　◯がけ地の高さが５ｍ以上であること。

活

　◯人家２戸以上に倒壊等著しい被害を及ぼすと認められる箇所

　◯１箇所の事業費が６００万円以上であること。

　◯激甚災害の指定を受けた災害に係るもの。

　被災斜面の復旧を図る。

期間目標  

国庫支出金 県支出金 地
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基本 基

 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

種子田河川公園の維持管理及び伐開作業を委託により行った。
実　績

所

特になし。
理　由

今後

盤

　

も委託により適正な維

　

持管理を行う。
今後の

属

取組

501500 地

を

域整備課（須木庁舎）

整

会　計 1 一般会計

科　

備

目 050105 農林水

し

産業費・農業費・農地

ま

費

事　業 030300

す

農村整備総務費(須木

【

)

　農林水産業に関す

方

る総務経費

事業概要

　

施

針

農林水産業に関する業

】

務を円滑に進める。

期

４

間目標 　管理する施設

公

の円滑な運営

国庫支出

園

金 県支出金 地方債 その

・

他 一般財源 事業費計 （

緑

千円）

令和 3年度実

地

績 0 0 0 0 4,971

の

4,971

令和 4年

整

度実績 0 0 0 0 8,2

策

備

18 8,218

活動指標名 おどのが丘公園・鶴園河川公園清掃業務 単位 回

計画 52 計画 52
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 52

実績 52 実績 52

活動指標名 草刈り業務 単位 回

計画 9 計画 9
令和 3年度 令和 4

４

年度 令和 5年度計画 9
実績 9 実績 9

活動指標名 ろ過施設点検業務 単位 回

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 1 実績 1

公園の管理や須木農産加工場の検査・修繕などを含む農林振興業に係る管理

－

等を適切に執行した。
実　績

計画通りに執行ができたため。
理　由

住民生活の安全性を確保するため、引き続き実施する。
今後の取組

４

所　　属 250500 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070101 土木費・土木管理費・土木総務費

事　業 060200 河川公園管理事業

　

費(小林)

ふれあいの場として公園内を健全な状態に維持するため草払を業務委託により行う。

事業概要

河川公園内にあるトイレ浄化槽の清掃を年１回、保守点検を年４回行い施設の健全な状態を維持してきたが、

期間目標

生

浄化槽の漏水により現在トイレを休止している。令和５年度以降の種子田河川公園の在り方や施設の維持管理

について、地元種子田区等と協議し方向性を決定していく。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （

活

千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 252 252

令和 4年度実績 0 0 0 0 196 196

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和
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基本 基

0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 

所

4年度 令和 5年度計

盤

　

画 0
実績 0 実績 0

適切

　

な維持管理に努めた。

属

実　績

市民の憩いの場

6

として、適切な維持管

0

理に努める。
理　由

市

0

民の憩いの場として、

5

適切な維持管理に努め

0

る。
今後の取組

0 地

を

域振興課（野尻庁舎）

整

会　計 1 一般会計

科　

備

目 070101 土木費

し

・土木管理費・土木総

ま

務費

事　業 09040

す

0 公園維持管理事業費

【

(野尻)

　大塚原運動

方

広場の維持管理及び人

施

針

工芝管理機（トラクタ

】

）の点検、更衣室棟で

４

必要とされる消耗品等

公

を整備

する。

事業概要

園

適正管理と景観維持に

・

より利用増進を図る。

緑

期間目標

国庫支出金 県

地

支出金 地方債 その他 一

の

般財源 事業費計 （千円

整

）

令和 3年度実績 0

策

備

0 0 540 446 986

令和 4年度実績 0 0 0 1,959 △682 1,277

活動指標名 人工芝整備（トラクタ管理機稼働） 単位 回

計画 6 計画 6
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 6

実績 6 実績 12

活動指標名 単

４

位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

施設の不具合もなく、利用者が快適で安全に利用すること

－

ができた。
実　績

施設周辺の草刈作業委託を行い良好な環境を維持し、人工芝の状況に応じた管理機によるメンテナンスを実施
理　由

した。また、防犯カメラを設置し施設の適正な管理に努めた。

利用者が快適に利用できる

４

よう草刈作業委託、更衣室清掃委託、人工芝管理等を適切に行う。
今後の取組

　

所　　属 601500 地域整備課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070101 土木費・土木管理費・土木総務費

事　業 090400 公園維持管理事業費(野尻)

・公園の草刈・剪定業務・

生

管理委託を行うことで景観を損なうことなく利用促進につなげる。令和２年度より

草刈委託業務を見直し、管理作業員等で可能な業務は行っていく。

事業概要

・市民に自然豊かな公園と触れ合ってもらうことにより、心豊か

活

な人づくりに貢献する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 11,077 11,077

令和 4年度実績 0 0 0 0 8,866 8,866

活動指標名 単位

計画 0 計画
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基本 基

令和 5年度計画 4,500
実績 1,734 実績 1,812

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4

所

年度 令和 5年度計画

盤

　

0
実績 0 実績 0

集会所

　

の利用者が計画より少

属

なかった。
実　績

新型

2

コロナウイルス感染症

5

対策で使用禁止期間が

0

あったため。
理　由

今

5

後も継続して事業を行

0

う。
今後の取組

0 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070401 土

備

木費・都市計画費・都

し

市計画総務費

事　業 0

ま

10100 都市計画管

す

理事業費(共通)

都市

【

計画審議会・景観審議

方

会を必要に応じて開催

施

針

し、都市計画法・景観

】

法の適正な運用を図る

４

。

また、県の登録を受

公

けた団体が取り組む様

園

々な景観形成活動への

・

支援を行うことにより

緑

、官民協働による美し

地

い宮崎づくりを推進す

の

る。

事業概要

各審議会

整

の開催により、都市計

策

備

画法・景観法の適正な運用を図る。また、「美しい宮崎づくり推進事業」によ

期間目標 り、当市の景観形成を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 424 0 26 431 881

４

令和 4年度実績 0 390 0 0 424 814

活動指標名 景観形成活動 単位 団体

計画 2 計画 3
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 3

実績 2 実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計

－

画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

市民が行う景観形成活動に対し小林市美しい宮崎づくり推進事業費補助金を交付し景観の形成を図った。
実　績

コロ

４

ナ禍の縮小に伴う市民団体の活動が活発化したことによる。
理　由

県補助を活用し引き続き小林市美しい宮崎づくり推進事業を行っていく。
今後の取組

　

所　　属 250500 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070401 土木費・都市計画費・都市計画総務費

事　業 0202

生

00 駅前東集会所管理事業費(小林)

施設の貸出業務と施設内の清掃、消防設備の点検など適正な管理を行う。

事業概要

適正な維持管理を行うとともに、施設の周知を図り、新規利用者を増やす。

期間目標

国庫支出金 県支出

活

金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 88 105 193

令和 4年度実績 0 0 0 82 117 199

成果指標名 駅前東集会所利用者 単位 人

計画 4,500 計画 4,500
令和 3年度 令和 4年度

254 254
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基本 基

う。
今後の取組

所

盤

　　属 250500 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070401 土

備

木費・都市計画費・都

し

市計画総務費

事　業 0

ま

30200 水利組合井

す

戸ポンプ管理事業費(

【

小林)

沢牟田水利組合

方

へポンプ電気料及び修

施

針

繕料のための補償金を

】

支払う。

事業概要

沢牟

４

田水利組合の水田が存

公

続する限りにおいて、

園

水の供給を行う。

期間

・

目標

国庫支出金 県支出

緑

金 地方債 その他 一般財

地

源 事業費計 （千円）

令

の

和 3年度実績 0 0 0

整

0 800 800

令和 

策

備

4年度実績 0 0 0 0 3,178 3,178

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活

４

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

沢牟田水利組合へ補償金を支出した。
実　績

特になし。
理　由

今後も継続して事業を行う。
今後の取組

－

所　　属 250500 建設課 会　計 1 一般会計

科　目 070402 土木費・都市計

４

画費・土地区画整理事業費

事　業 010200 土地区画整理維持管理事業費(小林)

小林駅南北土地区画整理事業の街区公園（6ヶ所）の草刈・樹木の剪定・公園内トイレの清掃を業務委託によ

り行う。

事業概要

街区公園（

　

6ヶ所）の維持管理に努め、市街地の景観の保全を図り、訪れる方の満足度を高める。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 3,727 3,727

令和 4年度実績

生

0 0 0 0 4,050 4,050

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単

活

位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

街区公園の草刈等については計画どおり行った。また、必要に応じて、街路灯等の修繕を行った。
実　績

特になし。
理　由

今後も継続して事業を行

255 255
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基本 基

の補修、土砂の撤去等を実施し、職員で可能な範囲内ではあるが、健全な下水路を保つために、水
実　績

路脇の草刈りや、清掃を行った。また、上町下水路の更新工事を実施した。

浚渫及び修繕箇所が

所

殆ど確認されなかった

盤

　

。
理　由

今後も整備の

　

必要な箇所を計画的に

属

整備する。
今後の取組

2

 

50500 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070403 土

備

木費・都市計画費・街

し

路事業費

事　業 010

ま

200 街路維持管理事

す

業費(小林)

街路事業

【

により施工した伊東塚

方

線他9路線及び1公園

施

針

の維持管理（路面・側

】

溝補修等、街路樹剪定

４

・防虫薬剤散

布及び街

公

路灯修繕・電気料支払

園

い等）を実施する。

事

・

業概要

街路の安全性や

緑

美観の維持に努める。

地

期間目標

国庫支出金 県

の

支出金 地方債 その他 一

整

般財源 事業費計 （千円

策

備

）

令和 3年度実績 0 0 0 0 5,574 5,574

令和 4年度実績 0 0 0 0 4,666 4,666

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和

４

 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

計画どおり事業を行った。
実　績

特になし。
理　由

今後も継続して事業を行う

－

。
今後の取組

所　　属 250500 建設課 会　計

４

1 一般会計

科　目 070404 土木費・都市計画費・都市下水路費

事　業 010200 市街地下水路管理事業費(小林)

都市下水路の補修、土砂の撤去等を実施する。

 

 

事業概要

年次的な維持補修を行うことにより、悪臭

　

を防止し、ハエ・蚊等の発生を抑制し、良好な住環境の保持を図る

期間目標 。また、調査によって判明した上町下水路の老朽化によるひび割れとずれについて早急に更新工事を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財

生

源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 64,100 0 8,644 72,744

令和 4年度実績 0 0 68,800 0 9,256 78,056

成果指標名 下水路浚渫 単位 箇所

計画 10 計画 10
令和 3年度 令和 4年度 令

活

和 5年度計画 10
実績 3 実績 3

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

都市下水路

256 256
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基本 基

位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

所

3年度 令和 4年度 令

盤

　

和 5年度計画 0
実績

　

0 実績 0

　令和５年度

属

大塚原運動広場の観覧

2

席屋根設置工事を行う

5

のに設計委託を行った

0

。設計委託額は583

5

千円とな
実　績

った。

0

　入札前に設計内容の

0

精査等を行ったことと

建

入札残により、当初予

を

設

算額より407千円の

課

減額となった。
理　由

会

　可能な限り早期の竣

　

工を目指す。
今後の取

計

組

1 一般会計

整

科　目 070405 土

備

木費・都市計画費・公

し

園費

事　業 01020

ま

0 公園維持管理事業費

す

(小林)

都市公園（4

【

ヶ所）、その他の公園

方

等の草刈、樹木剪定、

施

針

公園内トイレ清掃、浄

】

化槽維持管理、警備、

４

遊具保

守点検を業務委

公

託により行う。

事業概

園

要

都市公園及びその他

・

の公園の維持管理に努

緑

め、誰もが本市の公園

地

・緑地及び景観に満足

の

できる状態を目指す。

整

期間目標

国庫支出金 県

策

備

支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 13,780 13,780

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活

４

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

都市公園（4ヶ所）、その他の公園等の草刈、

－

樹木剪定、公園内トイレ清掃、浄化槽維持管理、警備、遊具保
実　績

守点検を業務委託により行った。

特になし
理　由

引き続き業務委託により維持管理を行う。
今後の取組

４

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 070405 土木費・都市計

　

画費・公園費

事　業 020400 公園整備事業費(野尻)

　大塚原運動広場の観覧席には屋根がないことから強い日差しや雨を防ぐことができず、供用開始から利用者

より屋根設置の要望が強く寄せられているため、観覧席

生

に屋根を設置する。

 

事業概要 　令和４年度　設計委託費　　 900千円

　令和５年度　工事請負費　 8,500千円

　屋根を設置することで、熱中症対策や小さなこどもたちの簡単な着替え等も気軽にできることから

活

、さらな

期間目標 る利用増が期待できる。併せて使用料収入の増加を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 500 0 83 583

活動指標名 単

257 257
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基本 基

所

盤

　　属 250500 建

を

設課 会　計 1 一般会計

整

科　目 070405 土

備

木費・都市計画費・公

し

園費

事　業 04020

ま

0 都市公園整備事業費

す

(小林)

小林市公園施

【

設長寿命化計画及び利

方

用者からの要望に基づ

施

針

き、都市公園内に設置

】

してある遊具や施設の

４

更新等

を行う。

 

事業

公

概要 　令和４年度　小

園

林総合運動公園　中央

・

広場　複合遊具更新

全

緑

ての利用者が安心して

地

公園を利用できるよう

の

、計画的に各都市公園

整

の老朽化した施設の更

策

備

新等を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 12,000 0 12,000 0 0 24,000

令和 4年度実績 11,959 0 26,700 0 27,341 66,000

４

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令

－

和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

小林市公園施設長寿命化計画に基づき、小林総合運動公園内の複合遊具の更新を実施した。
実　績

特になし。
理　由

森林環境譲与税を活用し、小林総合運動公園内の四阿の設置や

４

、木製施設の更新等を行う。
今後の取組

　生活

258 258
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基本 環境

所　　属

・

301000 生活環境

生

課 会　計 1 一般会計

科

活

　目 020115 総務

環

費・総務管理費・環境

境

保全対策費

事　業 01

を

0100 水資源保全対

保

策事業費(共通)

平成

全

23年度から実施して

施 し

いる湧水量調査につい

ま

ては、「同じ時期に、

す

同じ者が、同じ所で、

【

同じ機器により、

同じ

方

方法で調査する。」と

針

いう基本理念に基づき

】

、委託により行う。

ま

１

た、新規の規制井戸な

水

どの申請が提出された

資

際は、水資源保全審議

策

源

会に諮問し、許可の可

保

否について審議す

事業

全

概要 る。

湧水量調査結

対

果を分析し、今後の水

策

資源の保全に繋げる。

の

広く市民に水資源の大

推

切さを広報することで

進

、水道

期間目標 節水や湧水地等の乱開発を防止することにより、将

４

来の湧水量の確保に繋げる。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 100 1,668 1,768

令和 4年度実績 0 0 0 200 1,580 1,780

成果指標名 １日平均湧水量

－

単位 ㎥

計画 320,000 計画 300,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 300,000

実績 327,851 実績 304,590

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

５

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

令和4年度実績は304,590㎥/日であった。前年度との比較では減少しているが、目標を達成している。
実　績

過

　

去12か年の調査結果分析により、湧水地によっては湧水量が降水量に左右されることが明らかとなっている
理　由

。湧水量は微減傾向となっているが、降水量の影響を受けにくい湧水地では横ばい又は微増傾向である。

継

自

続的な調査を実施することにより、限りある貴重な資源である水資源の保全に取り組む。
今後の取組

然

259 259
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基本 環

分別に努め、リサイクル率の更なる向上を目指す。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 11,014 13,106 24,120

令和 4年度実績 0 0 0 23,942

境

34 23,976

成果指標名 ごみリサイクル率 単位 %

計画 67 計画 67
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

所

計画 67.60
実績 5

　

8 実績 58

活動指標名

　

単位

計画 0 計画 0
令和

属

 3年度 令和 4年度

3

令和 5年度計画 0
実

・

0

績 0 実績 0

活動指標名

1

単位

計画 0 計画 0
令和

0

 3年度 令和 4年度

0

令和 5年度計画 0
実

0

績 0 実績 0

令和２年度

生

から、ペットボトル及

活

び飲料用紙パックの分

環

別方法を変更した。リ

境

サイクル率は58.0

課

％となった。
実　績

上

生

会

記の分別方法の変更や

　

新型コロナによる在宅

計

期間の増加等の影響に

1

より、ごみ処理の総量

一

が増え、リサイク
理　

般

由
ル量が減ったため、

会

リサイクル率が低下し

計

た。

リサイクル率向上

科

に向け、小型家電リサ

　

イクル品（時計・電話

活

目

機・ビデオデッキなど

0

）の周知を行うととも

4

に
今後の取組

、ごみ排

0

出の抑制等、次の施策

2

を勘案していく。

01 衛生費

環

・清掃費・清掃総務費

境

事　業 010100 廃

を

プラスチック処理事業

保

費(共通)

プラスチッ

全

ク製容器包装を週1回

施 し

収集し、中間処理施設

ま

において圧縮減容を行

す

い、日本容器包装リサ

【

イクル協

会が指定する

方

事業所へ引き渡す。ま

針

た、えびの市、高原町

】

のものについても中間

２

処理を受託している。

ご

事業概要

事業を継続す

み

ることにより、最終処

策

減

分場の延命化を図ると

量

ともに製品の更なる品

対

質向上を図る。

期間目

策

標

国庫支出金 県支出金

の

地方債 その他 一般財源

推

事業費計 （千円）

令和

進

 3年度実績 0 0 0 7,939 16,557 24,496

令和 4年度実績 0 0 0 7,6

４

44 16,382 24,026

成果指標名 廃プラスチック製容器包装製品量 単位 t

計画 600 計画 590
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 580

実績 568 実績 572

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令

－

和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

前年度に比べ、コロナウイルス感染防止による在宅期間が増え、廃棄物全般的に増加がみ

５

られた。
実　績

コロナ感染防止や緊急事態宣言により、在宅時間の増加や買い込み等による製品の消費も増えたことが大きな
理　由

要因と考えられる。

経済や社会情勢と共に変化するリサイクル資源の動向を見据えながら、

　

リサイクルの率及び実効性の向上に取
今後の取組

り組む。

自

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 040201 衛生費・清掃費・清掃総務費

事　業 020100 ごみ減量対策事業費(共通)

小林市廃棄物減量等推進審議会を設置し、廃棄物に関する諸問題

然

について審議する。リサイクル品分別指導員

を委嘱し、ごみの減量と適正な分別に努める。各地区に対し、リサイクル量に応じた資源ごみ再利用推進謝礼

金を交付し、更なるリサイクルの推進を図る。

事業概要

ごみの適正な

260 260
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基本 環

棄禁止等の環境問題に対する市民意識のさらなる向上を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 194 194

令和 4年度実績 0 0 0 0 192 192

成果指標名

境

参加世帯の割合 単位 %

計画 50 計画 50
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 50

実績 25 実績 30

活動

所

指標名 単位

計画 0 計画

　

0
令和 3年度 令和 

　

4年度 令和 5年度計

属

画 0
実績 0 実績 0

活動

3

指標名 単位

計画 0 計画

・

0

0
令和 3年度 令和 

1

4年度 令和 5年度計

0

画 0
実績 0 実績 0

事業

0

として定着はしている

0

ものの参加者数は全体

生

の約30％だった。本

活

年は事業終了後の報告

環

を回覧で行った。
実　

境

績

続けることに意味の

課

ある事業であるが、や

生

会

はり事業のマンネリ化

　

、区組への未加入者増

計

加による地域への関心

1

理　由
が希薄になって

一

いることが理由と考え

般

られる。

不法投棄の未

会

然防止や環境問題への

計

関心の向上をさらに図

科

るため、実施内容の広

　

報の充実やゴミを資源

活

目

と考え
今後の取組

る意

0

識の啓発に努める。ま

4

た、まちづくり協議会

0

等とも連携して取り組

2

む方法も検討する。

02 衛生費

環

・清掃費・塵芥処理費

境

事　業 010100 ご

を

み収集運搬事業費(共

保

通)

清掃工場の管理及

全

び各集積場に排出され

施 し

たごみを収集し適正な

ま

処理施設に運搬する。

す

また、分別の不十分な

【

も

のに対し、指導、啓

方

発を行う。

平成25年

針

度から収集運搬業務を

】

法人に委託し、平成3

２

1年度からは、最終処

ご

分場を含めた清掃工場

み

業務を委託し

事業概要

策

減

ている。

令和元年度か

量

ら3年間はプロポーザ

対

ル契約、令和4年度は

策

随意契約でＮＰＯ法人

の

赤とんぼに委託してお

推

り、令和

5年度以降に

進

ついては、昨年のプロポーザル審査により、合同会社クリーンアースとの委託契約により

４

事業を

実施する。

各家庭から排出されたごみを迅速かつ適正に収集、処分することにより、衛生的な環境を目指す。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 43 216,

－

670 216,713

令和 4年度実績 0 0 0 0 226,357 226,357

成果指標名 ごみの総排出量 単位 t

計画 5,700 計画 5,700
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 5,700

実績 6,299 実績 6

５

,129

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

ごみの総排出量は、前年度と比べ2

　

.7％の減となった。
実　績

ごみ排出人口減による。
理　由

家庭ごみの集積所への排出推進を図る。（事業系ごみへの排出防止）
今後の取組

自

所　　属 601000 住民生活課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 040202 衛生費・清掃費・塵芥処理費

事　業 01040

然

0 ごみ収集運搬事業費(野尻)

県の「クリーンアップ宮崎」に併せて、野尻町区域において「クリーンアップ野尻」として毎年11月の第3日

曜日に道路のごみや空き缶拾い等を実施する。

事業概要

資源ごみの分別や不法投
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基本 環

年度 令和 5年度計画 800
実績 1,191 実績 799

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

埋立可能年数は、計画年数を大幅に下回っているが、施設の耐用年数を鑑みた

境

ところ、妥当な量であると思わ
実　績

れる。今後の推移を注視ししていく。

硬質プラスチック及び指定ごみ袋（

所

容器包装リサイクル対

　

象外）の処分方法の変

　

更により、埋立量及び

属

埋立物
理　由

飛散防止

3

の覆土量が増加したこ

・

0

とによる。

今後は、施

1

設の延命化を第一に考

0

え、必要な定期修繕や

0

メンテナンス等を行う

0

。
今後の取組

生活環境課

生

会　計 1 一般会計

科　

活

目 040202 衛生費

環

・清掃費・塵芥処理費

境

事　業 020100 ご

を

み収集運搬事業費（臨

保

時）(共通)

塵芥収集

全

車の更新については、

施 し

基本的に前回の更新か

ま

ら10年を経過した車

す

両か、または走行距離

【

20万kmを超え

た車

方

両について実施するも

針

のである。

令和3年度

】

：塵芥集集車1台の更

２

新

事業概要  

適期に更

ご

新することにより、安

み

全な収集業務を行うと

策

減

ともに、修繕等に係る

量

経費の軽減や業務の効

対

率化を図る

期間目標 。

策

国庫支出金 県支出金 地

の

方債 その他 一般財源 事

推

業費計 （千円）

令和 

進

3年度実績 0 0 0 0 11,225 11,225

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名

４

更新実施（予定）車両 単位 台

計画 1 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 1 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

－

和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

車両更新がなかった。
実　績

車両更新がなかった。
理　由

車両計画にともない年次的に更新していく。
今後の取組

５

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 040202 衛生費・清掃費・塵芥処理費

　

事　業 030100 最終処分場管理費(共通)

最終処分場に搬入された燃やさないごみ及びリサイクルでの回収ができない粗大ごみなどが飛散しないよう適

正な埋め立を行う。

浸出水処理施設の定期的な修繕等を行い、適正

自

な管理を行う。

事業概要

最終処分場全体の施設延命化を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 33,114 33,114

令和 4年度実績 0 0 0 0 10,08

然

4 10,084

成果指標名 埋立可能年数（理論上） 単位 年

計画 100 計画 80
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 50

実績 61 実績 57

成果指標名 不燃ごみ処理量 単位 t

計画 700 計画 800
令和 3年度 令和 4
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基本 環

　　　　　　　 １６４，１４２千円（小林市負担割合 50％）

将来の解体等の費用負担に備え、基金の積立を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 67,4

境

91 0 67,491

令和 4年度実績 0 0 0 1 0 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和

所

 5年度計画 0
実績 0

　

実績 0

活動指標名 単位

　

計画 0 計画 0
令和 3

属

年度 令和 4年度 令和

3

 5年度計画 0
実績 0

・

0

実績 0

活動指標名 単位

1

計画 0 計画 0
令和 3

0

年度 令和 4年度 令和

0

 5年度計画 0
実績 0

0

実績 0

利息分を積み立

生

てた。
実　績

将来の解

活

体等の費用負担に備え

環

、基金の積立を行う必

境

要がある。
理　由

将来

課

の解体等の費用負担に

生

会

備え、基金の積立を行

　

う。
今後の取組

計 1 一般会計

科　

活

目 040202 衛生費

環

・清掃費・塵芥処理費

境

事　業 040100 ご

を

み処理対策事業費(共

保

通)

市のごみ・リサイ

全

クル処理の流れに伴う

施 し

適正な処分先にて焼却

ま

処分、リサイクル等を

す

実施する。

燃やすごみ

【

：九州北清、えびの美

方

化センター

生ごみ：小

針

林堆肥センター

事業概

】

要 リサイクル品：ホシ

２

ヤマ等

燃やさないごみ

ご

、粗大ごみ：小林市最

み

終処分場

収集した廃棄

策

減

物を適正に分別処理し

量

、更なる循環型社会の

対

構築を図る。

期間目標

策

国庫支出金 県支出金 地

の

方債 その他 一般財源 事

推

業費計 （千円）

令和 

進

3年度実績 0 0 0 776 87,945 88,721

令和 4年度実績 464 0 0 1,72

４

0 87,130 89,314

成果指標名 スチール缶リサイクル 単位 t

計画 23 計画 23
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 23

実績 25 実績 24

成果指標名 アルミ缶リサイクル 単位 t

計画 50 計画 50
令和 3年度

－

令和 4年度 令和 5年度計画 55
実績 54 実績 53

成果指標名 古紙リサイクル 単位 t

計画 500 計画 500
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 600

実績 634 実績 601

スチール・アルミ缶・古紙は概ね前年度

５

並だが目標値を上回っている。
実　績

スチール缶リサイクルについては、市場流通量による影響であると思われる。
理　由

リサイクル率の更なる向上に取り組む。
今後の取組

　

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 040202 衛生費・清掃費・塵芥処理

自

費

事　業 060100 旧霧島美化センター事務組合施設管理運営基金積立事業費(共通)

現時点で、最終処分場の廃止や粗大ごみ焼却施設の廃止が終わっておらず、将来の解体等の費用負担に備え、

令和３年度に旧事務組合

然

の決算余剰金等を原資として基金を造成した。

 

事業概要 ・令和４年度基金積立額（基金利子）　　　   　 １，３４９円

・基金年度末現在高　　　　　　　　　６７，４９２，６７０円

・今後の解体費用(推定) 　
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基本 環境

所　　属 301

・

000 生活環境課 会　

生

計 1 一般会計

科　目 0

活

40103 衛生費・保

環

健衛生費・環境衛生費

境

事　業 010100 墓

を

地管理事業費(共通)

保

上町墓地及び堂渕墓地

全

の管理及び貸出業務を

施 し

行う。

墓地管理として

ま

、墓地内の草刈りを年

す

４回、トイレ清掃を月

【

２回行う。

事業概要

市

方

営墓地の環境及び利便

針

性を図っていくと共に

】

、墓地見学会等を開催

３

し、堂渕新墓地の貸出

環

を行う。

期間目標

国庫

境

支出金 県支出金 地方債

策

教

その他 一般財源 事業費

育

計 （千円）

令和 3年

の

度実績 0 0 0 918 4

推

41 1,359

令和 

進

4年度実績 0 0 0 252 976 1,228

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活

４

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

適切な管理により、安心して参拝できる環境を

－

維持することができ、管理に対する市民からの苦情等もなかっ
実　績

た。

定期的な草刈りやトイレ清掃管理、危険箇所の修繕等を実施した。
理　由

これからも市民が安心安全に参拝することができるように、定期的に職員に

５

よる巡回を実施するなど、適切な
今後の取組

維持管理に努める。

　自然
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基本 環

ＫＮＴクリーンセンターで安全に処理し、処理水を河川に放流する。

事業概要

し尿の適切な処理を行い、環境基準値内にて処理水の放流を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3

境

年度実績 0 0 0 30,890 111,248 142,138

令和 4年度実績 0 0 0 27,368 97,632 125,000

成果指標名 生し尿・浄化槽汚

所

泥年間搬入量 単位 t

計

　

画 29,300 計画 2

　

9,300
令和 3年

・

属

度 令和 4年度 令和 

3

5年度計画 29,30

0

0
実績 27,907 実

1

績 28,971

活動指

0

標名 単位

計画 0 計画 0

0

令和 3年度 令和 4

0

年度 令和 5年度計画

生

0
実績 0 実績 0

活動指

活

標名 単位

計画 0 計画 0

環

令和 3年度 令和 4

生

境

年度 令和 5年度計画

課

0
実績 0 実績 0

年間搬

会

入量は小林市分22,

　

517ｔ、高原町分6

計

,454ｔであった。

1

前年度から1,064

一

ｔの増となった。
実　

般

績

生し尿は減少、浄化

会

槽汚泥は増加している

計

。公共下水道の加入戸

活

科

数の増や合併浄化槽へ

　

の転換件数の増が要因

目

理　由
のひとつと考え

0

られる。

基幹的設備改

2

良工事が令和2年度に

0

完了し、施設寿命の延

1

伸に加えエネルギー効

1

率が向上した。今後も

1

適切な
今後の取組

維持

総

管理により安定的な処

環

務

理に努める。

費・総務管理費・公

境

害対策費

事　業 010

を

100 環境保全管理事

保

業費(共通)

河川浄化

全

等推進員のパトロール

施 し

による状況等の報告及

ま

びゴルフ場内や周辺地

す

下水、主要河川、産廃

【

施設周辺の

水質等検査

方

を実施する。苦情相談

針

等に対し、速やかに適

】

切に対応する。携帯電

５

話等基地局設置におい

生

ては、適

切かつ公正に

活

当事者間の調整を図る

策

排

。

事業概要 また、地球

水

温暖化防止については

処

、多くの対策が課せら

理

れるため、早急に市民

対

や事業者への啓発等を

策

行う。

定期的な水質検

の

査や河川浄化等推進員

推

による河川パトロール

進

を継続し、河川の水質保全を図る。生活苦情

４

に対

期間目標 し、敏速に対応し、苦情件数の削減に努める。また、小林市環境基本計画の改定を行うことにより、環境保全

の推進を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0

－

48 3,972 4,020

令和 4年度実績 0 0 0 51 9,833 9,884

成果指標名 市庁舎等二酸化炭素排出量 単位 t-CO2

計画 10,144 計画 7,039
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 6,999

実

５

績 8,133 実績 7,547

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

地球温暖化対策

　

実行計画（事務事業編：H30.3月改訂）に基づく市庁舎等のCO2排出量削減状況を確認・分析す
実　績

るため、エネルギー使用量調査を実施した。【実績の確定値は調査実施後に記載】

新型コロナの影響により、各種

自

燃料の使用量が軒並み減少したことによるもの。
理　由

定期的な省エネの推進や啓発を図っていく。
今後の取組

然

所　　属 301000 生活環境課 会　計 1 一般会計

科　目 040201 衛生費・清掃費・清掃総務費

事　業 030100 し尿処理施設管理事業費(共通)

し尿を
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基本 環境

所　　

・

属 301000 生活環

生

境課 会　計 1 一般会計

活

科　目 040201 衛

環

生費・清掃費・清掃総

境

務費

事　業 05010

を

0 浄化槽設置補助事業

保

費(共通)

市内全域の

全

うち、公共下水道事業

施 し

認可区域及び農業集落

ま

排水事業採択区域以外

す

の区域に、汲取り槽及

【

び単独処

理浄化槽から

方

合併浄化槽に布設替え

針

を行うものに設置補助

】

金の交付を行う。

令和

５

2年度から単独槽処理

生

浄化槽からの転換には

活

単独処理浄化槽撤去費

策

排

補助、宅内配管費補助

水

を追加し、単独

事業概

処

要 処理浄化槽を重点事

理

項とした国庫補助基準

対

に準じた補助金の交付

策

を実施している。

循環

の

型社会形成推進交付金

推

【浄化槽設置整備事業

進

】に基づく地域計画期間5年間（平成30年

４

度～令和4年度）で

期間目標 1,200基の設置整備を目標としている。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 32,826 15,938 0 0 22,840 71,604

令和 4年度

－

実績 24,784 15,349 0 0 33,165 73,298

成果指標名 合併浄化槽設置補助基数 単位 基

計画 100 計画 100
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 100

実績 110 実績 104

成果指標名 特例浄化槽

５

設置整備事業補助基数 単位 基

計画 20 計画 11
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 10

実績 9 実績 16

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

通常分、特例分ともに

　

計画基数を上回った。
実　績

市の広報や事業者の推進活動により、補助金の主旨等が浸透してきたためと思われる。
理　由

河川汚濁防止の啓発や合併浄化槽設置の推進を積極的に図る。
今後の取組

自然
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基本 環

単位 ％

計画 80.40 計画 80.40
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 81.60

実績 81.35 実績 83.70

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

公共下水

境

道加入戸数は4,431戸、加入率は83.7％となった。
実　績

水洗化普及推進員の各戸訪問や、新築住宅における加入戸数が増加したため。
理　由

引き続き公共下水道の整備を行い早期に事業を完了し、公共下水道への

・

加入促進に努める。
今

所

後の取組

　　属 80050

生

0 上下水道課 会　計 1

活

一般会計

科　目 070

環

404 土木費・都市計

境

画費・都市下水路費

事

を

　業 020200 雑排

保

水対策モデル維持管理

全

費(小林)

下水道供用

施 し

開始区域外からの生活

ま

排水を、新竹処理場で

す

浄化処理（沈殿処理等

【

）を施し、辻ノ堂川に

方

放流する

。

事業概要

生

針

活排水の浄化を確実に

】

行うため、処理場の管

６

理運営を的確に行う。

公

期間目標

国庫支出金 県

共

支出金 地方債 その他 一

策

下

般財源 事業費計 （千円

水

）

令和 3年度実績 0

道

0 0 0 1,432 1,

事

432

令和 4年度実

業

績 0 0 0 0 1,355

の

1,355

活動指標名

健

単位

計画 0 計画 0
令和

全

 3年度 令和 4年度

経

令和 5年度計画 0
実

営

績 0 実績 0

活動指標名

４

の

単位

計画 0 計画 0
令和

確

 3年度 令和 4年度

立

令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

清掃点検を確実に行うことで生活排水の浄化は確実に成

－

果を上げている。
実　績

公共下水道の整備が進んだことで、処理場上流域の公共下水道加入率が向上し、水質そのものが向上してきて
理　由

いるためである。

処理場流域の水質を監視し、公共下水道及び農業集落排水と併せ

５

て河川の水質保全に努める。
今後の取組

所　　属

　

800500 上下水道課 会　計 1 一般会計

科　目 070406 土木費・都市計画費・公共下水道費

事　業 010100 下水道事業会計繰出事業費(共通)

下水道使用料のみでは経費を賄えないため、下水道事業への繰出しを

自

行う。

事業概要

下水道事業の早期完成及び供用開始区域の整備に取り組む。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 300,744 300,744

令和 4年度実績 0

然

0 0 0 289,386 289,386

活動指標名 公共下水道加入戸数 単位 戸

計画 4,258 計画 4,258
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 4,466

実績 4,306 実績 4,431

活動指標名 公共下水道加入率
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基本 環境・

所　　属 80050

生

0 上下水道課 会　計 1

活

一般会計

科　目 070

環

406 土木費・都市計

境

画費・公共下水道費

事

を

　業 020100 下水

保

道事業会計繰出事業費

全

（臨時）(共通)

下水

施 し

道事業においては、汚

ま

水処理等の過程におい

す

て多くの電力を消費す

【

るため、電力 価格 

方

高騰 により事業

経費

針

が増大していることか

】

ら、電力価格の高騰分

６

などの支援 のために

公

本交付金を活用するこ

共

とが可能となっ

ている

策

下

ため、本交付金を活用

水

し、水道事業会計へ充

道

当するために繰出を行

事

うもの。

事業概要

下水

業

道事業の経営安定化の

の

ため、繰出を行う。

期

健

間目標

国庫支出金 県支

全

出金 地方債 その他 一般

経

財源 事業費計 （千円）

営

令和 3年度実績 0 0

４

の

0 0 0 0

令和 4年度

確

実績 0 0 0 0 3,57

立

8 3,578

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

－

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

電力価格高騰により、増大した光熱水費に充当した。
実　績

電力価格高騰により、光熱水費が増大したため。
理　由

－
今

５

後の取組

　自然
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基本 環

費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 77,066 0 77,066

令和 4年度実績 0 0 0 0 76,582 76,582

活動指標名 農業集落排水加入戸数 単位 戸

計画 2,000 計画 2,000
令和 3年度 令和 4年度 令和

境

 5年度計画 2,040
実績 2,019 実績 2,055

活動指標名 農業集落排水加入率 単位 ％

計画 85.70 計画 85.70
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 87.40

実績 86.50 実績 88

活動指標名 単位

計

・

画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

農業集落排水の加入戸数は2,055戸

所

となり、加入率も88

　

.0％となった。
実　

　

績

水洗化普及推進員の

属

各戸訪問や、新築住宅

8

における加入が増加し

生

0

たため。
理　由

引き続

0

き、農業集落排水への

5

理解を求めながら加入

0

促進に努める。また令

0

和4年度加入実績が想

上

定より大幅に
今後の取

下

組
増加していたため、

水

今後目標等の上方修正

道

を行う。

課

活

会　計 1 一般会計

科　

環

目 050105 農林水

境

産業費・農業費・農地

を

費

事　業 050100

保

農業集落排水事業特別

全

会計繰出事業費(共通

施 し

)

農業集落排水使用料

ま

のみでは経費を賄えな

す

いため、農業集落排水

【

事業への繰出しを行う

方

。

事業概要

農業集落排

針

水への加入率向上と経

】

費削減に努める。

期間

７

目標

国庫支出金 県支出

農

金 地方債 その他 一般財

業

源 事業費計 （千円）

令

策

集

和 3年度実績 0 0 0

落

0 144,130 14

排

4,130

令和 4年

水

度実績 0 0 0 0 137

処

,592 137,59

理

2

活動指標名 農業集落

施

排水加入戸数 単位 戸

計

設

画 2,000 計画 2,

の

000
令和 3年度 令

効

和 4年度 令和 5年

４

率

度計画 2,040
実績

的

2,019 実績 2,0

な

55

活動指標名 農業集

維

落排水加入率 単位 ％

計

持

画 85.70 計画 85

管

.70
令和 3年度 令

理

和 4年度 令和 5年度計画 87.40
実績 86.50 実績 88

活動指標名 単位

計画 0 計

－

画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

農業集落排水加入戸数は2,055戸となり、加入率も88.0％となった。
実　績

水洗化普及推進員の各戸訪問や、新築住宅における加入戸数が増加したた

５

め。
理　由

引き続き、農業集落排水への理解を求めながら加入促進に努める。また令和4年度加入実績が想定より大幅に
今後の取組

増加していたため、今後目標等の上方修正を行う。

　

所　　属 800500 上下水道課 会　計 7 農業集落排水事業特別会計

科　目 010101

自

総務費・総務管理費・一般管理費

事　業 010100 農業集落排水事業一般管理費(共通)

排水処理施設（処理場）は市内民間業者に委託し、適切な管理運営を行う。

使用料については水道事業へ調定収納業務を委託する。

然

加入促進のため水洗化普及推進協力員の委託及び職員による戸別訪問を行う。

事業概要

処理施設を良好な状態で運用できるよう管理し、目的を達成できるよう努める。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業
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基本 環

ー

ル等の周辺に段差が生じたりしているため、段差解消等の工事を行う。

事業概要

排水処理施設の安定した運用を図っていく。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 8

境

,995 0 8,995

令和 4年度実績 0 0 0 0 6,289 6,289

活動指標名 農業集落排水加入戸数 単位 戸

計画 2,000 計画 2,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2,040

実績 2,019 実績 2,

・

055

活動指標名 農業集落排水加入率 単位 ％

計画 85.70 計画 85.70
令和 3年度 令和 4年度 令和 5

所

年度計画 87.40
実

　

績 86.50 実績 88

　

活動指標名 単位

計画 0

属

計画 0
令和 3年度 令

8

和 4年度 令和 5年

生

0

度計画 0
実績 0 実績 0

0

農業集落排水の加入戸

5

数は2,055戸とな

0

り、加入率も88.0

0

％となった。
実　績

水

上

洗化普及推進員の各戸

下

訪問や、新築住宅にお

水

ける加入が増加したた

道

め。
理　由

引き続き、

課

農業集落排水への理解

活

会

を求めながら加入促進

　

に努める。また令和4

計

年度加入実績が想定よ

7

り大幅に
今後の取組

増

農

加していたため、今後

業

目標等の上方修正を行

集

う。

落排水

環

事業特別会計

科　目 0

境

10101 総務費・総

を

務管理費・一般管理費

保

事　業 020100 農

全

業集落排水事業一般管

施 し

理費（臨時）(共通)

ま

経営状況を的確に把握

す

し経営の健全化を図る

【

とともに、住民ニーズ

方

への迅速な対応サービ

針

スの向上のために、

令

】

和３年、４年、５年で

７

令和６年４月１日の農

農

業集落排水事業の地方

業

公営企業法適用に取り

策

集

組む。

事業概要

地方公

落

営企業法適用すること

排

により、経営状態・財

水

政状況が明確化し、経

処

営の健全化に向けた取

理

組の増進が図

期間目標

施

られ、住民ニーズへの

設

迅速な対応サービスの

の

向上を目指す。

国庫支

効

出金 県支出金 地方債 そ

４

率

の他 一般財源 事業費計

的

（千円）

令和 3年度

な

実績 0 0 0 0 0 0

令和

維

 4年度実績 0 0 21

持

,700 25 0 21,

管

725

活動指標名 単位

理

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

－

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

地方公営企業法適用業務のうち固定資産評価業務及び条例整

５

備業務において、計画通りの準備業務を実施でき
実　績

た。

それぞれの業務について専門知識を有するコンサルタント等に委託し、効率的な業務を実施したことによる。
理　由

年度同様に専門業者に委託しながら、令和６年

　

度の地方公営企業法適用に向け固定資産評価業務及び条例整備
今後の取組

業務に加えシステム整備業務に取り組む。

自

所　　属 800500 上下水道課 会　計 7 農業集落排水事業特別会計

科　目 020101 事業費・農業集落排水事業費・農業集落排水事業費

事　業 0101

然

00 農業集落排水事業費(共通)

本管工事は完了しているが、新築住宅建設等に伴う公共桝設置工事を行う。

また、供用開始から小林地区で22年、須木地区で28年、野尻地区で26年経過しており、埋設しているマンホ
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基本 環

行う。
今後の取組

境・

所　　属 8

生

00500 上下水道課

活

会　計 7 農業集落排水

環

事業特別会計

科　目 0

境

30101 公債費・公

を

債費・元金

事　業 01

保

0100 市債元金償還

全

事業費(共通)

農業集

施 し

落排水事業に伴う市債

ま

の元金償還を、償還計

す

画に基づき行う。

事業

【

概要

農業集落排水事業

方

に伴う市債の元金償還

針

を、償還計画に基づき

】

行う。

期間目標

国庫支

７

出金 県支出金 地方債 そ

農

の他 一般財源 事業費計

業

（千円）

令和 3年度

策

集

実績 0 0 0 100,3

落

87 0 100,387

排

令和 4年度実績 0 0

水

0 0 100,012 1

処

00,012

活動指標

理

名 単位

計画 0 計画 0
令

施

和 3年度 令和 4年

設

度 令和 5年度計画 0

の

実績 0 実績 0

活動指標

効

名 単位

計画 0 計画 0
令

４

率

和 3年度 令和 4年

的

度 令和 5年度計画 0

な

実績 0 実績 0

活動指標

維

名 単位

計画 0 計画 0
令

持

和 3年度 令和 4年

管

度 令和 5年度計画 0

理

実績 0 実績 0

事業に伴う市債の元金償還を行った。
実　績

償還計画に基づき、償還を行っ

－

た。
理　由

今後も償還計画に基づき、確実に償還を行う。
今後の取組

５

所　　属 800500 上下水道課 会　計 7 農業集落排水事業特別会計

科　目 030102 公債費・公債費・利子

事　業 010100 市債利子償還事業費(共通)

農業集落排水事業に伴う市債の利子償還を

　

、償還計画に基づき行う。

事業概要

農業集落排水事業に伴う利子償還を、償還計画に基づき行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 14,311 0 14,311

令

自

和 4年度実績 0 0 0 0 11,653 11,653

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0

然

実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

事業に伴う市債の利子償還を行った。
実　績

償還計画に基づき、償還を行った。
理　由

今後も償還計画に基づき、確実に償還を
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基本 生

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　

活

目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 340100 新型コロナウイルス感染症地域交通活性化事業

所

費(共通)

新型コロナ

　

ウイルス感染症の影響

　

が長期化し、さらに人

属

流が抑制される中にお

1

いて、地域公共交通事

交

6

業者等の

経営は非常に

0

厳しい状況にあること

5

から、地域公共交通事

0

業者等への支援を行い

0

、市民の移動手段を確

企

保する

必要がある。

事

画

業概要 〇地方バス路線

政

運行維持支援・・・地

策

方バス路線の維持に向

課

けた運行支援（路線：

通

会

７路線）

公共交通サー

　

ビスの維持・存続

期間

計

目標

国庫支出金 県支出

1

金 地方債 その他 一般財

一

源 事業費計 （千円）

令

般

和 3年度実績 0 0 0

会

0 0 0

令和 4年度実

計

績 8,830 0 0 0 0

科

8,830

活動指標名

　

単位

計画 0 計画 0
令和

の

目

 3年度 令和 4年度

0

令和 5年度計画 0
実

2

績 0 実績 0

活動指標名

0

単位

計画 0 計画 0
令和

1

 3年度 令和 4年度

0

令和 5年度計画 0
実

6

績 0 実績 0

活動指標名

総

単位

計画 0 計画 0
令和

務

 3年度 令和 4年度

費

令和 5年度計画 0
実

確

・

績 0 実績 0

公共交通サ

総

ービスを維持・存続さ

務

せるために、公共交通

管

事業者への支援を実施

理

した。
実　績

概ね計画

費

どおり公共交通事業者

・

への支援が実施できた

企

。
理　由

新型コロナウ

画

イルス感染症の状況を

費

見極めながら、必要に

保

事

応じて効果的な支援事

　

業を行っていく。
今後

業

の取組

040100 地

を

域交通機関運行維持対

図

策事業費(共通)

小林

り

市地域公共交通計画に

施 ま

基づき、庁内公共交通

す

会議や地域公共交通会

【

議での協議等を行いな

方

がら事業を実施

する。

針

・路線バス…運行費補

】

助及び市内高校通学費

１

の助成。

事業概要 ・コ

市

ミュニティバス運営等

民

…指定管理委託(R1

の

～R5)、利用者ニー

策

移

ズに沿ったダイヤやル

動

ートの見直し。

・ＪＲ

手

吉都線…ＪＲ吉都線利

段

用促進協議会の運営及

の

び事業実施。

・西小林

確

駅トイレの管理

利用者

保

ニーズを検証し、地域の実情に合わせて各公共交通事業の見直し等を行う。

期間目標 JR

４

吉都線は吉都線利用促進協議会を中心に、沿線自治体及び関係団体と連携した取組を実施する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 9,930 525 0 1,839 12,511 24

－

,805

令和 4年度実績 7,677 539 0 1,890 14,225 24,331

成果指標名 コミュニティバス利用者数 単位 人

計画 28,300 計画 23,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 24,000

６

実績 22,373 実績 22,525

成果指標名 路線バス利用者数（京町線・祓川線・高原町役場線） 単位 人

計画 36,284 計画 34,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 35,000

実績 32,842 実績

　

34,444

成果指標名 ＪＲ吉都線小林駅１日あたり乗車人員 単位 人

計画 440 計画 354
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 356

実績 366 実績 0

コミュニティバスの利用者数は前年度比100.7％、路線バ

地

スの利用者は前年度比（バス年度）104.9％であるが
実　績

、コロナ禍前（令和元年度）の利用者数までは戻っていない。（ＪＲ吉都線の実績は9月頃に公表予定）

公共交通の利用者数は徐々に回復しているものの、コ

域

ロナの収束が見通せない中で、コロナ以前の水準までの
理　由

需要回復は期待できない状況にある。

現状やニーズの分析を十分に行い、利用者の増加に向けた利便性の高い地域公共交通体系の確立を図る。
今後の取組
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基本 生

標名 利用者数 単位 人

計画 120 計画 120
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 120

実績 87 実績 121

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画

活

0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

利用者数は、昨年度に比べて僅かに増えた

所

。
実　績

帰りの運行時

　

間の「16時～17時

　

」を「13時30分～

属

14時30分」に変更

1

したことにより利用度

交

6

が僅かに増えた。
理　

0

由

地域住民、関係各課

5

及び事業受託者との協

0

議を行い、交通空白地

0

である須木内山地区の

企

公共交通の維持を図る

画

今後の取組
。

政策課

通

会　計 1 一般会計

科　

の

目 020106 総務費

確

・総務管理費・企画費

保

事　業 450100 交

を

通事業者物価高騰対策

図

支援事業費(共通)

〇

り

交通事業者に対し、支

施 ま

援金を支給する。

　市

す

内公共交通事業者（路

【

線バス運行者）・・・

方

地域間幹線バス３系統

針

　2,654千円

事業

】

概要

交通サービスが安

１

定的に維持される。

期

市

間目標

国庫支出金 県支

民

出金 地方債 その他 一般

の

財源 事業費計 （千円）

策

移

令和 3年度実績 0 0

動

0 0 0 0

令和 4年度

手

実績 0 0 0 0 2,65

段

4 2,654

活動指標

の

名 単位

計画 0 計画 0
令

確

和 3年度 令和 4年

保

度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年

４

度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

交通サービスが安定的に維持された。
実　績

概ね計画どおり公共交通事業者への支援が実施できた

－

。
理　由

新型コロナウイルス感染症の状況を見極めながら、必要に応じて効果的な支援事業を行っていく。
今後の取組

６

所　　属 501000 住民生活課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費

事　業 160300 福祉バス運

　

行事業費(須木)

　事業は、三和交通株式会社に委託している。

　運行は、毎週金曜日に１往復。祝日の時は土曜日に振替運行。年末年始（12月29日から１月３日）を除く。

　令和３年４月から、運行を定時定路線から

地

デマンド型（電話予約型）に変更した。

事業概要 　令和４年４月から、帰りの運行時間の「16時～17時」を「13時30分～14時30分」に変更した。（行きの運行

時間７時～８時）

　交通空白地である須木区域内山

域

地区の公共交通手段の維持及び確保と利用者の利便性向上を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 396 0 396

令和 4年度実績 0 0 0 445 0 445

活動指
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基本 生

所　　属 501000 住民生活課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 030104 民生費・社会福祉費・老人福祉費

事　

活

業 010300 高齢者生きがい支援事業費(須木)

　単独では外出が困難な、須木区域内に在住する概ね65歳

所

以上の高齢者を対象に

　

、須木区域内での公共

　

施設、

医療機関、金融

属

機関、買い物等への送

6

迎を行う。

事業概要

　

交

0

高齢者が住み慣れた地

1

域で安心して生活する

0

ために、外出の支援を

0

行う。

期間目標

国庫支

0

出金 県支出金 地方債 そ

住

の他 一般財源 事業費計

民

（千円）

令和 3年度

生

実績 0 0 0 882 50

活

932

令和 4年度実

課

績 0 0 0 677 0 67

通

（

7

活動指標名 利用者延

野

べ数(外出支援サービ

尻

ス事業) 単位 人

計画 3

庁

,100 計画 2,70

舎

0
令和 3年度 令和 

）

4年度 令和 5年度計

会

画 2,400
実績 1,

　

826 実績 1,402

計

活動指標名 利用者延べ

1

数（温泉バス運行事業

の

一

） 単位 人

計画 600 計

般

画 600
令和 3年度

会

令和 4年度 令和 5

計

年度計画 0
実績 558

科

実績 0

活動指標名 単位

　

計画 0 計画 0
令和 3

目

年度 令和 4年度 令和

0

 5年度計画 0
実績 0

3

実績 0

外出支援サービ

0

ス事業は、昨年度に比

確

1

べて利用者が減少した

0

。温泉バス運行事業に

1

ついては令和4年度か

民

ら事
実　績

業が中止状

生

態になっている。

外出

費

支援サービス事業の利

・

用者減少については、

社

利用者の死亡や施設入

会

所等による利用の減が

福

主な原因である
理　由

保

祉

。温泉バス運行事業に

費

ついては長期にわたる

・

コロナ渦の影響で中止

社

した。

広く地域住民に

会

周知しながら、利用者

福

の増加を図る。温泉バ

祉

ス運行事業については

総

、事業の再開に向けて

務

温泉
今後の取組

サービ

費

ス以外のサービスも含

を

事

めた高齢者の移送サー

　

ビスの実施について関

業

係機関と協議を行う。

160400 福

図

祉バス運行事業費(野

り

尻)

福祉バスとして野

施 ま

尻地区の3地域で各2

す

路線を運行し、それぞ

【

れ週2回一日2往復す

方

る。また、登校日には

針

通学バ

スとして牟田原

】

・猿瀬地区から野尻小

１

学校まで往路1便を運

市

行する。

交通弱者であ

民

る高齢者の通院や買い

の

物、児童の登校など地

策

移

域での日常生活を支え

動

る交通手段として利用

手

されて

事業概要 いる。

段

利用促進や利便性向上

の

を図るため、アンケー

確

ト調査などを実施して

保

利用者等のニーズを把握し、効率的

な運行内容への見直しを図るとともに、安全性及び快

４

適性を保つため、バス停や運行経路の環境整備を行う。

利用促進と利便性向上を図り、効率的な運行形態へ見直しを行う。

期間目標 地域公共交通の充実を図るとともに、他の公共交通事業との統廃合などの必要性も含めて、

－

市の全体的な方向

性について庁内交通会議、地域交通会議・活性化協議会等で協議・検討を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 6,844 139 6,983

令和 4年

６

度実績 0 0 0 6,771 102 6,873

成果指標名 福祉バス利用者数 単位 延べ人

計画 8,500 計画 8,500
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 8,500

実績 8,273 実績 7,331

活動指標名 単位

計画 0

　

計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

特に問題等なく計画通りに運行したが、全体的に福祉バス、通学バ

地

スともに利用者が大きく減少した。
実　績

高齢者が利用する福祉バスは、利用者が減少傾向にあるが、新型コロナウイルス感染症による外出自粛の影響
理　由

もあり大きく減少したと考えられる。通学バスも利用児童が少な

域

くなっているため減少傾向にある。

運行の効率性や利便性の向上を図るため、経路、曜日、路線組み合わせなどの運行の見直し等を行う。
今後の取組
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基本 生活

所　　属 3

交

51500 長寿介護課

通

会　計 1 一般会計

科　

の

目 030104 民生費

確

・社会福祉費・老人福

保

祉費

事　業 14010

を

0 福祉タクシー料助成

図

事業費(共通)

在宅の

り

高齢者等（75歳以上

施 ま

の高齢者及び重度障が

す

い者）で外出支援が必

【

要な人に、日常の移動

方

手段の一つとし

て、タ

針

クシーを利用する場合

】

に、料金の一部を助成

１

する。

※市内公共交通

市

の利便性向上をはかり

民

、高齢者の自立支援の

の

促進を更に向上させる

策

移

ため、令和2年度から

動

一人

事業概要 あたりの

手

年間最大交付枚数を2

段

4枚から30枚に拡大

の

している。また、令和

確

3年度から1回に使用

保

できる枚数を2枚

から4枚に変更し(2人の場合は8枚まで使用可能)、利便の更なる向

４

上を図った。

高齢者等の自立支援の一環として、外出支援や閉じこもり防止等在宅生活を支援する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 11,635 11,635

－

令和 4年度実績 0 0 0 1,778 9,590 11,368

活動指標名 タクシー券利用率 単位

計画 75 計画 75
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 75

実績 73.14 実績 75.20

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令

６

和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

これまで民生委員を通して配布していたが、令和４年度利用分から方法を改

　

め、各校区の施設で、原則一人ひ
実　績

とりに使用方法等について説明を行いながら手渡す方法に変更した。目標値まで利用率が向上した。

使用方法の周知により、利用率が向上した。
理　由

引き続き利用者にとって利用し

地

易い運用に努め、高齢者の外出支援につなげる。
今後の取組

域
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基本 生活

所　　属

交

160500 企画政策

通

課 会　計 1 一般会計

科

の

　目 020106 総務

確

費・総務管理費・企画

保

費

事　業 440100

を

デマンド型交通実証運

図

行事業費(共通)

現在

り

、コミュニティバスの

施 ま

利用者が少ない地域（

す

エリア）等において、

【

ＩＣＴを活用したデマ

方

ンド（予約）型

交通の

針

実証運行のための準備

】

を行う。具体的には、

２

事業継続性や適用可能

地

性を分析するとともに

域

、実証運行に

向けた課

公

題を整理し、実証運行

策

共

計画を策定する。

事業

交

概要 実証運行計画に基

通

づき、同計画で定めた

体

地域において、ＩＣＴ

系

を活用したデマンド型

の

交通の実証運行を実施

構

す

る。

デマンド型交通

築

の導入により利便性向上及び財政負担の抑制を図る。

期間目標

国庫

４

支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 3,378 1,220 0 0 0 4,598

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実

－

績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

運行方式・運行エリア・運行日・

６

運行ダイヤ・使用車両等を定めたデマンド型実証運行計画を策定した。
実　績

ＩＣＴを活用したデマンド型交通の事業継続性や適用可能性を検討し、ＩＣＴを活用せずに運行する形態とし
理　由

た。

令和５年度においては、

　

令和４年度に策定した実証運行計画に基づき実証運行を実施し、効果検証を行う。
今後の取組

地域
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基本 の

3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 1 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績

人

0 実績 0

戸別訪問はできなかった。不動産競売を実施したが、落札者は無かった。県補助金の条件を満たしたため「宮
実　績

崎県住宅

所

新築資金等貸付助成事

　

業費補助金」の交付申

　

請を行い、交付決定さ

属

れた。

新型コロナウイ

権

3

ルス感染症感染拡大防

0

止の為、戸別訪問はで

0

きなかった。
理　由

 

5

宮崎県住宅新築資金等

0

貸付助成事業費補助金

0

の交付を受け、債権放

市

棄等の手続きを進める

民

。
今後の取組

課 会

意

　計 1 一般会計

科　目

識

020101 総務費・

を

総務管理費・一般管理

高

費

事　業 080200

め

住宅新築資金等償還推

ま

進助成事業費(小林)

す

住宅新築資金等貸付金

施

【

については、債務者の

方

高齢化が進み、死亡、

針

生活保護受給や破産等

】

も増加しており回収

が

１

厳しい中、納付依頼書

人

発送や出張徴収、不動

権

産競売等を行いながら

教

回収に努める。

また、

育

回収困難な案件につい

及

ては、債務者及び保証

策

び

人の調査を行いながら

啓

債権放棄を行う。

事業

発

概要

債権放棄の実施。

活

　令和４年度　３件　

動

　令和５年度　３件　

の

　令和６年度　３件

期

推

間目標

国庫支出金 県支

進

出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 4

４

,439 0 0 △1,946 2,493

令和 4年度実績 0 2,540 0 0 0 2,540

成果指標名 債権放棄 単位 件

計画 3 計画 3
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 3

実績 2 実績 6

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

－

3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

債権放棄5件
実　績

※事業費より歳入が多いため残額は一般財源へ

債務者本人は

７

、破産免責確定しており、保証人は死亡している。今後の徴収は見込めない。
理　由

債務者、保証人の調査を行い、未収金の縮減に努める。
今後の取組

　

所　　属 601000 住民生活課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費

事

市

　業 080400 住宅新築資金等償還推進助成事業費(野尻)

貸付金回収の為、出張徴収等を行い貸付金回収を行う。また、回収困難な案件については債権放棄も行う。

　未償還額　22,060,651円　（5件）

事業

民

概要

住宅新築資金等貸付金償還率の向上。

期間目標  

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 1 1

活動指標名 訪問件数 単位 件

計画 1 計画 1
令和 
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基本 の人

所　　属

権

300500 市民課 会

意

　計 1 一般会計

科　目

識

030101 民生費・

を

社会福祉費・社会福祉

高

総務費

事　業 0101

め

00 人権同和問題啓発

ま

推進事業費(共通)

部

す

落差別を始め、女性、

施

【

子ども、高齢者、障が

方

い者、外国人、性的少

針

数者等に対する差別な

】

ど、あらゆる差別

をな

１

くすため、市民の人権

人

意識の高揚を図る。

ま

権

た、「人権・行政・な

教

やみごと相談」を行い

育

、悩み事や不安を解消

及

し、安心して暮らせる

策

び

まちを実現する。

事業

啓

概要

職場等における人

発

権研修参加人数　

期間

活

目標 令和４年度　1,

動

000人、　令和５年

の

度　1,000人、　

推

令和６年度　1,00

進

0人

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令

４

和 3年度実績 0 0 0 0 2,772 2,772

令和 4年度実績 0 0 0 0 2,330 2,330

成果指標名 人権研修の参加人数 単位 人

計画 1,000 計画 1,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1,000

実

－

績 707 実績 700

成果指標名 人権行政なやみごと相談件数 単位 人

計画 70 計画 70
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 70

実績 20 実績 24

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計

７

画 0
実績 0 実績 0

研修開催事業所等の数は５事業所で700名の参加となり、約１割の増加が見られた。
実　績

なやみごと相談件数は24件と若干減少した。

各事業所等への取り組みに対し働き掛けを行っているが、伸び悩

　

みの状態が続いている。
理　由

広報や啓発活動での窓口周知に努めた。

人権条例を制定したので、より多くの事業所や団体で人権教育・啓発を推進していく。
今後の取組

人権・行政・なやみごと相談日の周知に努める。

市民
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基本 の人

所　　属 30050

権

0 市民課 会　計 1 一般

意

会計

科　目 02010

識

1 総務費・総務管理費

を

・一般管理費

事　業 1

高

20100 男女共同参

め

画推進事業費(共通)

ま

　小林市男女共同参画

す

審議会及び小林市男女

施

【

共同参画行政推進会議

方

において、「第2次小

針

林市男女共同参画基

本

】

計画改訂版」に基づく

２

各課の取組実績等の検

多

討を行い、男女共同参

様

画社会の実現に向けた

性

取組を推進する。

　ま

社

た、令和3年度に実施

会

した市民意識調査の結

策

の

果を踏まえ、令和4年

実

度に「第3次小林市男

現

女共同参画基本計

事業概要 画」を策定し、男女共同参画社会実現の基本計画とする。他にも男女共同参画市民講座を開催する等、意識改

革に努める。 

審議会等における女性委員

４

の割合

期間目標 令和４年度　38.8%、　令和５年度　39.2％　令和６年度　39.6％

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 578 578

令和 4年度実績 0 0 0 0

－

557 557

成果指標名 審議会等における女性委員の割合 単位 %

計画 38.60 計画 38.80
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 39.20

実績 27.20 実績 26.50

成果指標名 男女共同参画審議会の開催 単

７

位 回数

計画 2 計画 4
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 1 実績 3

成果指標名 講演会等イベントの開催 単位 回数

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 1 実績 1

審議会を3回開催し、第

　

3次小林市男女共同参画基本計画を策定した。審議会等への女性の登用率については26
実　績

.5％で目標値には届いていない。また、市民向けの男女共同参画ワークショップし、啓発推進を図った。

第2次小林市男女共

市

同参画基本計画改訂版に基づく各課の取組実績等の検討を行った。
理　由

女性委員の登用については、関係課に依頼し登用率向上を図ったが、なかなか登用に到っていない。

第3次小林市男女共同参画基本計画に基づき啓発

民

活動を行い意識改革に取り組む。
今後の取組

審議会等における女性委員の積極的な登用に向け、関係課に呼び掛け参画率の向上を図る。

279 279

279 事務事業評価書 279



基本 化・

所　　属

多

162000 地方創生

文

課 会　計 1 一般会計

科

化

　目 020106 総務

共

費・総務管理費・企画

生

費

事　業 210100

を

国際化推進事業費(共

推

通)

行政や関係団体と

進

連携を図りながら国際

施 し

交流講座や各種イベン

ま

トを開催し、外国人市

す

民も地域活動に積極的

【

に

参画できる機会を提

方

供し、互いに顔の見え

針

る関係性を築いていく

】

。また、令和元年度か

１

ら令和４年度まで実施

市

した文化庁の地域日本

民

語教育スタートアップ

策

の

プログラムの成果と課

国

題を踏まえ、持続的か

際

つ安定的な地域日本

事

感

業概要 語教室を開催し

覚

ていく。また、市のホ

の

ームページで外国人市

醸

民が必要とする防災や

成

生活情報を英語とやさしい

にほんごで、分かりやすく発信していく

４

と同時に、SNSを活用した情報発信も実施し、外国人市民が地域社会

の一員として安心して生活できるよう支援を行う。

市民の国際感覚の醸成のため、関係機関と連携し多文化理解等の講座を開催する。また、地域日本語

－

教室の拠

期間目標 点を整備するとともに、多文化共生理解促進のためのプラットフォームを構築する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 770 8,851 9,621

令和 

８

4年度実績 0 0 0 270 8,778 9,048

活動指標名 地域日本語教室への参加者数（延べ/年） 単位 人

計画 80 計画 90
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 90

実績 59 実績 98

活動指標名 国際交流講座延べ参

　

加者数（人/年） 単位 人

計画 90 計画 100
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 110

実績 109 実績 123

成果指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

文化庁の「地域

国

日本語教室スタートアッププログラム」の最終年度で計9回の日本語教室を実施した。国際交
実　績

流講座は前年度より回数を増加することができた。

国際交流講座は、コロナ禍により中止していたイベントを再開し、また

際

日本語教室は実施回数が増えたため。
理　由

県の補助事業なども活用し、継続して日本語教室を実施しする。また、国際交流事業もワールドキャンプなど
今後の取組

を再開し充実を図る。
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